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は じ め に

5時46分、これは私共の心に生涯忘れえぬ時間となりました。平成7年1月17日未明、多くの人々が

心地良い眠りにあるなか突如、兵庫県南部に震度6、地域によっては震度7を超える地震が発生し、この地

域にとっては昭和27年に記録した震度4をはるかに上回る大地震となりました。人口35 0万人余が密集

し、我が国の経済活動の中枢を担う淡路北部から神戸市及び阪神地域の直下で発生した都市直下型地震となっ

たこの地震により、一瞬にして神戸市・阪神地域を中心として壊滅的被害が発生し、建物・家屋の倒壊、火

災の発生により多数の死傷者がでる未曾有の大惨事となりました。建築物や都市施設に対して発生した被害

は、死者の数・被災範囲・被災度・被災事例の数において近代都市での地震災害として世界的にも例を見な

い稀なものでした。

従来より準備されてきた都市地域での防災対策を根底から問い直すもので、地震工学、地盤工学、都市防

災等の地震災害にかかわる専門分野の研究者、設計者に強い衝撃を与えたものです。

この地震直後の対応において、地元ではこれまでの防災に関する情報をはるかに超えたものであったため

混乱が避けられない状況でした。このような中で、建築行政における震災直後の対応は、各分野の関係者と

連携をしながら文字どおり死に物狂いのなかで各職員が担当をし、これまでにだれも経験をしたことのない

まさにレールのないところにレールをひく作業が連日続きました。マニュアルが用意されていることもなく、

またマニュアルがあってもそのとおりに行くはずもない状況の中で、「被災地において建築技術者は何をな

すべきか」という解を求めながら奮闘をしたものです。

阪神・淡路大震災の復興にあたっては、建設省、建設省建築研究所、住宅・都市整備公団、各住宅供給公

社、各都道府県及び各市町の自治体はじめ全国建築関係団体からの多くの方に応援をいただき、未曾有の大

震災にみまわれたなかで皆様方に戴いた多くの激励、ご支援は私どもの大きな支えとなりました。ここに、

あらためて深く感謝を申しあげます。

今回の阪神・淡路大震災において兵庫県の建築行政が経験したことを全国の建築行政にかかわる方々に向

けて情報発信し、阪神・淡路大震災において経験したことを全国共有の情報としていくことが、被災地にお

いて建築行政に携わる私達の使命と考えている次第です。

この度、建築行政協会兵庫県支部において「阪神・淡路大震災と建築行政等の記録—被災地において

建築技術者は何をしたか」をまとめました。

大震災の記憶が風化することなく一日も早い復興を祈念するとともに、全国から応援いただいた関係者へ

の深い感謝の気持ちを込めて、ここに報告を申しあげる次第です。

平成9年1月17日

阪神・淡路大震災2周年を迎えて

平成6年度、 7年度

建築行政協会兵庫県支部長 山綺靖生

（前兵庫県都市住宅部建築指導課長）

平成8年度

建築行政協会兵庫県支部長 三方道則

（兵庫県都市住宅部建築指導課長）
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阪神・淡路大震災と建築行政等の記録

被災地において建築技術者は何をしたか



一第 1章

震災と建築行政等

第1節震災と建築物等の被害状況

I 1.被害状況等と支援体制
(1)兵庫県南部地震の概要

①地震の概要

a)地震の諸元等

•発生時刻 1 9 9 5年 1月17日 午前5時46分

・震源地 淡路島北東沖3kmの海底地下14 km 

・地震の規模 マグニチュード7. 2 

•神戸海洋気象台の記録

最大加速度

最大速度

最大変位

8 4 8ガル（ほぼ南北方向）

1 0 4カイン（北西～南東方向）

2 7 cm （北西～南東方向）

b)震度

この地震による各地の震度は図ー 1のとおりである。また、震度7と判定されたところは、図ー 2の

とおりである。（気象庁発表）

②主な被害状況等 （県内：県消防防災課調べ）

・災害救助法指定市町数 1 0市 10町

•死 者

・行方不明者

・負傷者

・倒壊家屋

・焼失家屋

・焼失面積

•神戸市

・尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市

•三木市、明石市

・洲本市、津名町、淡路町、北淡町、一宮町、五色町、東浦町、緑町、西淡町、三原町、

南淡町

6, 3 9 4名 （平成8年12月発表）

2名

4 0, 0 7 1名 （平成8年12月発表）

2 4 0, 0 3 0棟 （ 全壊 103,934棟 半壊 136,096棟 ） （平成8年12月発表）

4 3 5, 5 7 8世帯 （ 全壊 178,174世帯、半壊 257,404世帯）

7, 4 5 6棟

9, 3 2 2世帯

約 1 0 4 h a 

-1-



・被災宅地 約 4, 8 0 0箇所

・被害総額 約 9兆9, 2 6 8億円

内、建築物の被害 約 5兆8, 0 0 0憶円

a)地震に伴う火災について

・延焼速度

阪神・淡路大震災 (1995) 20--30rn/h 

奥尻島 (1993) 80--90rn/h 

酒田大火

函館大火

関東大震災
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・出火原因

神戸、芦屋、西宮、尼崎市、宝塚、伊丹、川西の各市で発生した 17 9件の火災の内、

原因の判明した79件分についての割合

ガス系 14% 

電気＋ガス系 14% 

電気系 38% 

石油系 10% 

その他 24% 

b)地震による死者の死因について（資料ー 1)

•即死状態 7 1 % 

・死因別の死者の割合

圧死者、窒息死

住宅関連死（家屋、家具による）

8 9 % 

7 5. 8% 

精神的ショック死 2. 2% 

• 6 5歳以上の割合 44% 

6 5歳以上（人口1,000人当たり死者） 10人

その他 （人口1,000人当たり死者） 2人

・復旧工事現場のでの事故（労働基準監督局調べ 1/17 -5/23) 

死者 1 6人

負傷者 3 2 7人

C)公営住宅等の被災状況

・公営住宅の被災状況

滅失（再建）戸数 1, 8 4 6戸

補修戸数 4 6, 0 4 3戸

・改良住宅被災状況

滅失（再建）戸数 8 8 4戸

補修戸数 7, 9 1 0戸

d)県保有施設 (46 9施設）及び被災8市保有施設 (3, 0 5 4施設）の被害状況

改築又は大規模補強 3~ 5% 

補強を伴う要補修

補修又は被害なし

12--15% 

80--85% 

e)J R三宮駅周辺のビル58 3件の被害状況（民間調査）

崩壊又は大破 34 % 
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中破又は小破

被害軽微又は被害無し

％

％

 

8

8

 

2

3

 

f)ライフラインの被害と復旧

電気 約10 0万世帯停電 1月23日仮復旧( 1週間）

電話 約 4 8万回線不通 1月31日仮復旧( 2週間）

水道 約 10 0万世帯断水 2月28日仮復旧( 6週間）

ガス 約 8 5万世帯停止 4月11日仮復旧 (12週間）

g)がれき処理に基づく住宅解体戸数

震災時発生した家屋の解体・撤去は公費により処理されたところであるが、その

際の家屋解体処理申請書（仮受け付けを含む）に基づく住宅解体戸数は次のとおり

である。

解体申請件数 109,923件ー内、住宅分計 91,295件 戸建て・長屋建て82,978件

（非住宅を含む） ［共同住宅 8,317件

住宅解体戸数計 136,730戸丁二戸建て•長屋建て 87,289 戸

共同住宅 49,441戸

（県都市政策課調査）

(2)全国からの各種派遣・人的支援

・自衛隊

•警察

・ボランティア

・建築物の応急危険度判定

第1次 (1/18-1/22) 1, 3 9 8人（最大30 0人／日）

第2次 (1/23-2/9) 5, 0 6 8人（最大40 0人／日）

・被災宅地の調査等 約1, 0 0 0人 (1/22-2/28)

•他府県からの県・市町への応援 5 6 7人（内建築職14 3人）

(H7.4 ;....,) 

約21 0万人 (1/17,.._ 4/ 27 ) 

約 3 7万人（ピーク時 5,500人／日）

約11 8万人（ピーク時 20,0 0 0人／日）

表ー 1 建設省関係•他府県応援識員の状況 (H 7. 4. 1 現在）

人

派遣先 建築職
設備職

土木職 計
＜機械・電気＞

県 5 4 (8) 8 4 2 1 0 4 

市町 8 9 (16) 6 5 1 1 4 6 

計 1 4 3 (24) 1 4 9 3 2 5 0 

（注）建築職の欄の（ ）は内数で建築行政関係
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2.建築物の被害状況

(1)構造別にみた被害

① 木造建築物

木造家屋の被害状況を見ると、狭い範囲でも無傷のものと壊れたものがはっきりと分かれている。倒壊し

た木造家屋は、 1築後30年以上で、 2屋根が重い瓦葺きが多く、 3窓が多く壁が少ない構造で壁もモルタル

塗り等筋かいの挿入が少なく耐震性に乏しいものである。これらは、特に昭和30年代～40年代に建設された

文化住宅等に多い。（写真一 1参照）

破壊パターンは、 1)一階部分の柱が折れて押し潰され、二階部分が残ったもの、 2)特に店舗併用住宅では

道路に面して開口部が多く、道路に平行して大きく変形あるいは倒壊したもの、 3)二階も破壊され屋根部分

が残ったもの、 4)倒壊は免れたが1階部分の柱が大きくせん断変形したり、屋根瓦がずれ落ちたもの等に分

類される。

被害を大きくした最大の理由は地震動の強さであるが、地震動と地盤特性の関係等も深く関わっている。

建築物からみた場合の被害の原因として以下のことが考えられる。

・筋かいの不足

・接合部の不良

・部材や接合部の腐食、蟻害

・外壁の下地への接合不良

・壁量の不足

・大きい屋根重量

•基礎、土台の不良

・構造計画の不備

関東大震災以後、関東では屋根を軽くするために屋根に土をのせる屋根葺きから土をのせずに屋根構造材

に瓦を緊結する方法を取り入れていたが、関西では大きな地震もないところから屋根に土をのせる屋根葺き

が主として取り入れられてきた。このことがひとつの原因となって大きな被害をおこした。

戸建て住宅に対象を広げると、プレファブ住宅（工場で量産した鉄骨やコンクリートバネルを建築現場で

組み立てる方式）や枠組み壁工法（ツーバイフォーエ法）の住宅には全壊、半壊の住宅が少なかったことが

各種調査のなかで報告されている。

木造建物の設計基準は、昭和25年の建築基準法制定時に筋かいの使用等が盛り込まれ、昭和35年には

耐力壁と壁率の規定が導入され、昭和56年の建築基準法の改訂時に壁率の見直しがある等、これまでの地

震災害を教訓として改良を重ねて現在に到っている。

また、住宅金融公庫の融資制度の制定とともに、具体的な施工法を記した木造工事標準仕様書が作成され

た。このエ法の普及と改良が木造住宅の耐震性能向上に果たした役割は大きい。木造住宅の耐震力は、規定

の改正とともに施工水準のバラッキや材料の老朽化のほか、防蟻処理等居住者による管理の状況によりかな

りの幅がある。

② 鉄筋コンクリート造建築物（鉄骨鉄筋コンクリート造建築物）

鉄筋コンクリート造建築物と外観上区別ができない鉄骨鉄筋コンクリート造建築物も含めて、被害のタイ

プはa)建物の中間階の破壊、 b)ピロティ形式の建物の 1階の崩壊、 C)中低層建物の 1階の崩壊、 d)偏心

（壁の偏在及び傾斜地盤）による捻じれ破壊、に分けられる。

さらに、 a)からd)までを主として、次のように被害の特徴を整理することができる。

・ピロティ形式の建物の 1階の崩壊 （写真一 5)

・中低層建物の 1階の崩壊
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・偏心（壁の偏在及び傾斜地盤）による捻じれ破壊（写真一 4)

・外壁のせん断破壊（写真一 7)

・エキスパンション及び渡り廊下の破壊

• 2次部材の破壊

・帯筋量（間隔）不足とその端部定着(90度フックと不十分な余長）の不備を原因とする

柱の破壊（写真一 6)

・短柱のせん断破壊

・柱、梁接合部のせん断破壊

a)建物の中間階の破壊

建物の中間階の破壊は今までの地震被害ではほとんどみられなかった被害である。神戸市役所をはじ

め、これら被害建築物の階数は6階から12階で、破壊された階は3階から 6階と建物により異なるが、

いずれも各階がほぼ同一の平面形状の典型的な事務所ビルに多い。

また、同じように中間階で破壊した建物としては、 7階建ての5階が崩壊した長田区の神戸西市民病

院や、 1~3階が店舗で上階が住宅となっている10階程度の集合住宅の2~3階位置で破壊した建物が

東灘区御影や、住吉、西宮などに数例みられた。これら集合住宅では、上階で住宅の連層壁があると構

造特性が途中で変更になる階、またはその下階で破壊を生じている。

これらは、上下方向の地震動の影響が加わったことの他、水平方向の地震動が急激に働き、相対的に

耐力が低く、変形性能が乏しい階が一気に破壊されたように考えられる。（写真一 2、3)

b)ピロティ形式の建物の 1階の崩壊

1階が駐車場で、上階の連層壁がなくなるいわゆるピロティ形式の建築物の 1階の破壊は、昭和53年

の宮城県沖地震でもみられた被害であり、今回の地震においても中層等建築物にみられる。

昭和56年に改訂された新耐震設計法では、これらの被害をふまえて、上下方向に剛性のアンバランス

が大きい場合には剛性の低い階を十分に補強するように規定された。今回被害が生じた建物は、これ以

前に設計されたものに多くみられる。 （写真一 5)

c)中低層建物の 1階の崩壊

中低層建物の 1階が崩壊し、傾斜したり、 1階そのものが圧壊した例も多く見受けられた。中低層建

物の固有周期は短く、地震動の短周期成分により増幅され、大きな地震力が作用したものと考えられる。

この際に、柱のせん断力補強の間隔が大きいと、せん断破壊した後コンクリートが拘束されずに剥落し、

その結果、鉄筋が座屈するなどして圧壊したり傾いたものと推定され、これらの建物は建設年代として

は昭和46年のせん断設計法改訂以前の建物が多く、せん断補強が十分でなかったために被害が大きくなっ

たものと考えられる。

d)偏心（壁の偏在及び傾斜地盤）による捻じれ破壊

壁の偏在した建物及び傾斜地盤に建つ建物では、偏心が大きく捻じれによる被害を受けている。特に、

道路に面した前面の多くを開口部で覆い背面を壁で覆う等の計画が事務所建築等にみられ、このような

場合、バランスよい耐震壁の配置に努めるとともに、変形の集中する部材の強度、剛性の確保が特に重

要である。（写真一4)
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（写真ー 2) 中間階破壊（神戸市内）

（写真ー 1) 被災木造住宅（神戸市内）

（写真一3) 中間階破壌（神戸市内） （写真一 4) 儡心による破壌（神戸市内）

（写真一5) 1階ピロティ部分破壌（芦屋市内マンション） （写真一6) 柱の剪断破壊（芦屋市内マンション）
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（写真一7) 外壁剪断破壊（芦屋市内マンション）

--.;;;:-―-―← -• 
（写真一8) 芦屋浜高吊住宅（芦屋市内）遠景

（写真ー10) 高架水槽の落下（県営住宅）
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（写真一9) 芦屋浜高層住宅（芦屋市内）

メガストラクテュアー柱の破壌

（写真ー11) 高架水槽の落下（県宮住宅）



③ 鉄骨造建築物

主にみられる被害の特徴は、次のとおりである。

・建物ブレースの面内弱軸方向への座屈

・一階柱脚部の破損

・トラス構造物の損傷

・柱、梁接合部の損傷

•筋かい材の損傷

・外壁のALC版の落下

また、芦屋浜の高層住宅ではメガストラクチャーを形成する中低層部の鉄骨柱の溶接部及び母材部で脆性

的な破壊が生じており、破断した柱は20mm程度に達する鉛直方向の隙間が生じている。このような被害は、

これまでの国内の地震被害ではみられなかったものである。（写真一8. 9) 

今回の各地震被害調査及び県営住宅等被害調査（表ー 2,3)をみてもわかるように、新耐震設計法が施

行されて以後のRC造 (SRC造）建物に被害が少ないと報告されているとおり、新耐震設計法が有効に機

能したと判断できる。

その一方で、新しい建物で被害を受けているものもあり、当該建物の構造設計が新耐震設計法の示す基本

理念を満足していたのかどうか等検討が必要である。

構造設計におけるキーは健全な構造計画、部材デイテール、適切な材料選択及び確実な施工を実現しなけ

ればならず、構造設計者及ぴ施工者が一体となった努力が必要である。

(2)公営住宅等にみる被害

① 県営住宅の被害状況

a)被災の概要

県営住宅の被災状況をみると、耐震性能上、設計された時期によって異なっており、これは昭和45年

以前の設計と昭和46年の建築基準法改正後、そして昭和56年の新耐震設計法施行後の三つの世代に分類

できる。

今回の地震で最も被害の大きいのは昭和45年以前の第1世代の住宅で、これは昭和40年代の高度成長

期に大量に建設された中層耐火住宅が中心である。この中には倒壊・滅失した201戸を初め、基礎杭頭

の破損したものや地盤沈下により住棟が傾斜、または沈下したものなど、大きな被害が集中している。

倒壊した県営住宅

- （芦屋市）津知ブロック団地 2階建 24戸、昭和25年建設

全壊した県営住宅

- （神戸市垂水区）明石舞子鉄筋団地6号棟 5階建 50戸、昭和44年建設

（神戸市中央区）大日鉄筋団地 6階建 107戸、昭和38年建設

（神戸市東灘区）住吉台鉄筋団地 4号棟 PC5階建 40戸、 昭和46年建設

建築基準法の改正後の第2世代は、高層住宅が大量に建設されはじめた時期であり、中層住宅もPC

構造の住宅を多数供給した時代である。この世代の設計は柱の帯筋等耐震補強の改正がなされたが、 1

室増築棟の分離や傾斜、ェクスパンション部分の破壊、 PC構造では沈下等による変形で外壁ジョイン

トの破断がみられた。

新耐震設計法施行後の第3世代では、新法に基づき設計した中層住宅の被害は少なく、高層住宅につ

いても震度7の激震地に建っていたにもかかわらず主要構造部に被害が少なく、耐震構造の特徴が生か

される結果となり、被害を受けた25,510戸の内解体を行う201戸を除いてすべての住戸で住みながらの

修復工事が可能となった。
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b)被害の特徴

ァ．ェクスパンションジョイントの被害

増築棟と本体棟、高層住宅の別棟とのジョイント部等において、地震による振動の違いから隣接する

建物同士が衝突し、ジョイント部を破壊しているほか、建物の傾斜や沈下の被害が多く、特に接合部の

隙間の少ない住棟の被害が多い。

ィ．住棟の傾斜

上記のエクスパンションをはじめ中層耐火住宅で、基礎杭頭の破壊や地盤沈下により 1/200以上傾

斜している住棟が40棟に達しており、これらの傾斜修復工事にかかる費用はおおよそ30億円にのぼる。

ゥ．雑壁の亀裂（非耐力壁）

高層住宅の中間階にみられる傾向としては、非耐力壁のせん断破壊により玄関扉やサッシュが歪み、

地震時緊急避難ができないという事態がおこったほか、長時間閉じ込められるといったケースがみられ、

今後の建築計画、構造計画として考慮すべきものである。

② 被災公営住宅と新耐震設計

今回の震災で公営住宅は1,846戸滅失（滅失割合2.3%）し、神戸市営1,394戸（同4.4%）は被災地の

公営住宅のなかでもっとも滅失割合が高い。この内訳をせん断設計以前（昭和45年以前）、せん断設計世代

（昭和46年の建築基準法改正後）、新耐震世代（昭和56年の建築基準法改正後）というように分類した表ー 3

によれば、約2/3がせん断設計以前、約 1/3がせん断設計世代、新耐震設計以後建築された公営住宅で

は地震により滅失したものは皆無であったところから、新耐震設計の効果が認められたといえる。

表ー 2 公営住宅の被災状況

単位：戸

要建替 要補修 全管理戸数（％）
区 分

(H 6. 3. 31) 滅失戸数(%)• 再建戸数 補修戸数

兵 庫 県 201 (0.7) 195 25,309 * 28,760 (100.0) 

神 戸 市 1,394 (4.4) 1,065 23,650 31,381 (100.0) 

尼 崎 市 315 6,108 (100.0) 

明 石 市 26 1,578 (100.0) 

西 宮 市 172 (3.2) 172 4,991 5,332 (100.0) 

芦 屋 市 62 (8.3) 62 541 739 (100.0) 

その他被災市町 17 (0.3) 1,375 4,852 (100.0) 

合計 1,846 (2.3) 1,494 56,207 78,750 (100.0) 

＊ 県営住宅は被災地に限る戸数
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区 分

兵 庫 県

神 戸 市

その他被災市町

合計

所在地

1 神戸市東灘区

2 神戸市東灘区

3 神戸市東灘区

4 神戸市東灘区

5 神戸市東灘区

6 芦 屋 市

7 辛戸 屋 市

8 芦 屋 市

表ー 3 公営住宅の被災と耐震設計

単位：戸

滅失戸数 ～昭和45
せん断設計法 新耐震設計法
昭和46~55 昭和56~

201 181 20 

゜1,394 906 488 

゜251 139 112 

゜1,846 1,226 620 

゜
表ー 4 神戸市、芦屋市における被災マンション

（一階部分全壊を対象）

単位：戸

戸数 構造／階数 建設時期 被災状況

40 RC/5 F 昭和44 1階店舗部分全壊

135 RC/8F 47 3棟の内 1棟ピロティ駐車場全壊

88 RC/7F 45 ピロティ駐車場全壊

166 RC/llF 53 1階店舗部分全壊

64 RC/7 F 44 1階店舗部分全壊

28 S/5 F 41 1階店舗部分全壊

40 RC/7F 41 ピロティ駐車場全壊

206 RC/9 F 43 3棟の内 1棟ビロティ駐車場全壊

-12-



(3)設備の被害状況

ライフラインに多大な被害があり、また、設備にも多くの被害があった。設備被害として被害数が一番多

かったのは給排水設備である。次いで、昇降機設備であり、換気・空調設備と電気設備はほぼ同程度の被害

である。消火設備及び防災設備は比較的被害が少なかった。

①ライフライン

a)水道施設

阪神地区は水道先進地域であったため、幹線水道管に鋳鉄管が多数使われていた。この結果、漏水箇

所の範囲が広まった。

関西地区は凍結の心配が殆どないので、衛生的で施工性に富みかつ安価な硬質塩化ビニール管が給水

管として多数使われていた。しかし、この材は衝撃に弱く今回の地震で多くの被害を被った。

b)下水道施設

管材質がコンクリートとPVCでできているため、支線、幹線の別なく多くの箇所で管路破損があり、

その箇所より液状化に伴う水、土砂が流入した。また、建物から出る部分と接続する箇所に被害が多発

した。

水道が出ないにもかかわらず使用した水洗便所、あるいは菅路が破損しているにもかかわらず排出し

たため、詰まりを一層ひどくした。

c)ガス施設

ガス管内に、上下水道管の破裂による漏水、液状化による水及び土砂が流入した。また、建物引込み

部に多数の被害が発生した。

阪神地区は古くからガス供給網が整備されていたため、「ねじ継手」が多く使われていた。「ねじ継手」

は施工性、強度に優れているが、変位吸収性が少ないため管路破損等の被害が発生した。被害全体から

見ると「ねじ継手」の被害は、 50パーセントを超える。

②給排水設備

地震により、屋内排水管の損傷は排水管の接合部の脱落、はずれとなって漏水をひきおこした。また、

屋外排水管においては、地盤の振動や沈下によるVP管の破断、ヒューム管の接合部の脱落、汚水枡の転

倒、敷地内で沈下や浮上した配管があるため排水勾配がとれず逆勾配が発生する等がみられた。屋外排水

管に対する対策としては、接合部におけるフレキシブルな材質等の利用が求められる。

屋上に設置した高架水槽等の被害が多く見受けられ、機器本体のアンカー及び基礎の躯体へのアンカー

不足による転倒、移動が目立った。 FRP製パネルと配管の接合部でのFRPタッピング、フランジ類の

損傷によるFRP製水槽の倒壊、架台のアンカーの抜けによるERP製水槽＋架台の倒壊が顕著である。

高架水槽の転倒では、電源が生きている場合、高架水槽側から給水を要求したため、高架水槽が損傷し

ているにもかかわらず屋上に水が溢れ、またエレベーターシャフト内に水が進入した。 EV機械室上部

に高架水槽があるため、県営住宅では応急対策として加圧給水方式に変更することをおこなった。（写真一

10. 11) 

③エレベーター設備

エレベーターについての新耐震対策については、昭和55年7月建築基準法施行令改正による次の点に

ある。

1.地震その他の振動により主索が綱車より外れないようにすること。

2. エレベーターのかごまたはつり合い重りが、地震その他の振動によってガイドレールより外れない
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ようにすること。

3.昇降路内にはレールブラケットその他エレベーターの構造上昇降路内に設けることがやむをえない

ものを除き突出物を設けないこと。突出物を設ける場合は地震時にロープ、ケープルその他のものの

機能に影響が生じないような措置をすること。

4. エレベーターの原動機、制御器、及び巻上機はかごごとに設け、かつ地震その他の震動によって転

倒または移動しないようにしなければならない。

この基準によって、改正後を新法対応、改正前を旧法対応として震災直後の調査結果（表ー 5,6)を

みると明らかなように、震災地における被災建築物のエレベーターの物損発生台数は、神戸市において、

新基準対応では28.2％に比し旧基準対応では49.4％となっており、新耐震基準がその効果を上げている状

況が分かる。

表ー 5 兵庫県南部地震エレベーター被害状況（乗用・人荷共用・寝台用）

平成7年5月17日

（社）日本エレベーター協会調査

地 域 I 
① ② ③ ④ ⑤＝②十④

ブロック
保守契約 調査不能 調査可能 物損発生 物損発生台数

台数 台数 台数 台数 （補正値）

神戸市 冒
4,298 (100) 182 (4.2) 4,116 1,030 1,212 (28.2) 
2,879 (100) 463 (16.1) 2,416 959 1,422 (49.4) 

兵庫県 冒
5,375 (100) 11 (0.2) 5,364 467 478 (8.9) 

（除、神戸市） 2,335 (100) 41 (1.7) 2,294 453 494 (21.1) 

近畿地区
喜
31,491 (100) 2 (0.0) 31,489 908 910 (2.9) 

（除、兵庫県） 18,708 (100) 7 (0.0) 18,701 1,081 1,088 (5.8) 

※ 調査不能台数：完全に倒壊した建物、立ち入りが禁止されている

建物等再使用が不能と判断した建物

表ー 6 新法、旧法対応のエレベーターの被害項目比較

平成7年5月17日

（社）日本エレベーター協会調査

被害項目 区域 新法対応 旧法対応

巻上機、 MG制御盤等の転
神戸市 2. 2% 1 o. 8 % 

倒、破損
兵庫県（除、神戸市） o. 4 2. 0 
近畿（除、兵庫県） 0. 1 0. 5 

ロープ、ケーブル類のはず
神戸市 8. 1 % 1 o. 6% 

れ、引掛かり、破損
兵庫県（除、神戸市） 2. 6 6. 8 
近畿（除、兵庫県） 1. 5 1. 8 

釣り合いおもりの脱レール、
神戸市 3. 7% 1 2. 3 % 

おもりのブロックの落下
兵庫県（除、神戸市） 1. 4 6. 5 
近畿（除、兵庫県） 0. 3 1. 8 

神戸市 3. 2% 7, 8% 
レールプラケットの変形 兵庫県（除、神戸市） 1. 1 4. 8 

近畿（除、兵庫県） 0. 2 1. 0 

※ 各％は、被害項目件数／調査可能台数
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④換気。空調設備

a)空調機器

機器種類別にみると、被害の件数は、

で被害率が20％を越えている。

被害種類別にみると、被害の件数は、移動、破損、転倒が上位で、特に移動が多い。支持廿居付の詳

細を検討する必要がある。

ビル用マルチ室外機、 FCU、AHU、冷却塔、送排風機の順

機 器

冷凍檄

冷温水発生檄
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。
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被害率 ％

 

空調機器の被害率

閻空気調和・衛生工学会近畿支部、曲建築設備技術者協会近畿支部、佃電気設備学会関西支部

「阪神大震災による設備システム関連の被害実態と評価」による

b)配管魯ダクト

被害の件数は吹出口、配管接続部、配管本体、ダクト本体、配管支持、ダクト接続部、

なっている。

被害種類別にみると、被害は破損、移動、切断、変形、漏水が多数である。

ドレンの順と

配管・ダクト

配管本体

配管接続部

配管支持金物

冷媒

油

ドレン

弁

ダンパ

ダクに本体
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1111 落

口亀

口切
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空調配管・ダクトの被害率

閻空気調和・衛生工学会近畿支部、（初建築設備技術者協会近畿支部、曲電気設備学会関西支部

「阪神大震災による設備システム関連の被害実態と評価」による
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⑤電気設備

a)電気機器

電気設備機器の被害では照明器具が一番多く、調査をした74％の建物で被害が起きている。落下が

4 7％と照明器具被害の大半を占め、 2次災害が心配される被害である。次に多いのが重量物である変

圧器の被害で、 40％の建物で被害があった。

転倒。移動が変圧器の被害の中で65％を占めている。変圧器が被害を受ければ、全館停電になり、

建物の機能が麻痺する可能性が大きく、耐震対策が一番必要な機器である。

10 20 30 40 
被吝率

50 60 70 80 90 
(t) 

100 

変圧器

発霞機

発電機付属設憐

蓄電池
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機
器
の
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閻空気調和•衛生工学会近畿支部、（出建築設備技術者協会近畿支部、曲電気設備学会関西支部
「阪神大震災による設備システム関連の被害実態と評価」による

b)配線脅配管

配管、ケーブルラック及びバスダクトの中で、配管は柔軟性が少なく被害が一番多く、 25％の建物

でおきている。被害形態は配管の被害の内、破損が37％を、移動が20%、切断、落下、変形が各9

％を占めている。

ケーブルラックは 15％の建物で被害がおきており、 45％が移動、 22％が落下になっていて、天

井からの支持材が破損したものと推測される。

10 
披菩率
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0
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 ヽ

配
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（沿空気調和・衛生工学会近畿支部、曲建築設備技術者協会近畿支部、曲電気設備学会関西支部

「阪神大震災による設備システム関連の被害実態と評価」による
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⑥防災設備

a)消火設備

主に屋上にある消火用水槽の破損、移動及び水槽廻りの配管に被害が多く、スプリンクラーヘッド、

スプリンクラー配管接続部、消火配管、スプリンクラー配管支持金物の被害が上位を占める。スプリン

クラーヘッドの被害形態では破損、漏水、移動、変形が主である。

スプリンクラー配管の被害形態では、移動・ずれが大きく、支持方法に問題があったと思われる。

b)感知器・自火報・放送設備

感知器の被害は20％の建物で発生している。主な被害は落下が35%、破損が28%、移動が12 

％を占めている。

自火報、放送設備の被害は9％の建物で発生している。主な被害は、転倒、破損、制御不良、落下、

変形、移動、断線などである。
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第2節建築行政等における展災ドキュメント

震災直後の状況とパニック状態のなかで、何をなすべきかを考え行動した職員の状況をドキュメントとして

まとめた。

◆平成7年1月17日（火）地震当日

公共交通機関は全てストップしており、道路は渋滞している。

バイクで県庁に向かう。板宿の辺りから、被害の状況が大きくなってくる。古い木造の建物は倒壊し、ま

た屋根の瓦はずり落ちている。長田付近では県道神戸明石線をはさんで両側で火災の真っ最中である。道路

は陥没し、そこに乗り上げた車が乗り捨てられている。額から血を流した人が抱えられて避難している。

県庁の通用口から入る。当然エレベーターは動いていないので歩いて12階の建築指導課の部屋まで上る。

廊下が水びたしになっており、出勤して来ている職員で、まず水を雑巾で濡らしバケツに入れて取り除くこ

とから始める。部屋での作業ができるようにと、机ロッカー0A機器等ばらばらになった部屋の片付けをし

ようとするが少ない人数でははかどらない。

先に駆けつけている職員が災害対策本部 (2号館12階）と都市住宅部 (1号館12階）を歩いて行き来し今

後の対応を検討する。そこで、被災した建築物の危険な状態から住民の2次災害を防ぐ必要があるので、そ

の対応にかかることとなる。このころ、建設省においても、被災建築物に対する被災度判定についての実施

計画が進められていた。そういった中で建設省と連絡をとり、進め方等についての協議、応援の依頼をし、

同時に近隣の府県にも応援の依頼をする。被災地の各市に「被災建築物から住民の2次災害を防ぐため「使

用禁止」とか「この建築物は危険です、立ち入らないで下さい。」といった注意を喚起する文書を貼ってい

くように。」と連絡をとり、同時に特に被害の大きい神戸市に県の建築職の職員を動員する準備をする。こ

れが後の被災建築物の応急危険度判定 (2次判定）につながっていくことになるが、当初はそのようなイメー

ジを持っていなかったと思われる。

当日、建築指導課に駆けつけた職員は9名。この日から何人かの職員が庁舎に泊り込むことになる。当初

の何日かは庁舎のガラスは割れたまま、毛布等もない状態で夜の寒気はきびしく、次々と風邪をひいていく

職員が続出する。

◆平成7年 1月18日（水） 2日目

郊外から市内に入る道路の至るところで渋滞が発生し、車での移動は困難な状況である。この日から、神

戸市内の被災建築物に「使用禁止」のビラを貼っていく作業へ県建築職の職員の動員が実施されていく。こ

の時の対象建築物として4階建以上で半壊等の危険な状態にある建築物を対象として行うこととなっていた。

朝10時過ぎ、県庁に着き建築指導課の部屋に入ると「一般の人への 2次災害を防ぐため、地震で被害を受

けた建築物に対して使用禁止等の紙の掲示をする。すぐ神戸市の応援に行ってくれ。」とのこと。もうすで

に何組かの県の建築関係の職員が三宮から元町周辺でその作業をしているのに出会う。三宮周辺では大きい

ビルが至る所で倒壊し、傾いている。神戸市役所の建築部が入っている 2号館は6階の部分で破壊され、使

用されておらず、 1号館7階の仮に設けられている部屋に入る。

そこで使用禁止の貼紙とガムテープ筆記用具を持ち、何班かに別れ、兵庫区の松本通、上沢通に徒歩で向

かう。現地ではまだ火災で燃えている建物に消防隊が消火活動をしていた。この地区は地震で被災した建物

もあったが、多くは火災により全焼しており、地震被害としての判定対象となる建築物は少なかった。その

ため、暗くなるまでにこの地区の作業は終わった。作業中、食べ物の支給とか避難所の情報を求められたり

したが、こちらもそういった情報をもっておらず市民から怒鳴られたりもした。

◆平成7年 1月19日（木） 3日目

・建設省から現地の状況把握のため羽生建築指導課長ほかが来られ、応急危険度判定の作業の進め方等に
ついて建設省、県、神戸市で協議をする。その後、建設省及び県職員で三宮地区を調査する。

他府県からの応急危険度判定の応援が徳島から船で中突堤に着くとのことで県はその道案内として迎
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えに出向く。しかしいつまで待っても応援部隊が到着せず、県の建築関係の職員も24名来ていたので、

翌日も応急危険度判定 (1次判定）の作業に就ける人を中心に班編成をして、灘区方面の作業に向かっ

てもらう。しばらくして、神戸市の建築部と連絡をとるともうすでに徳島からの応援部隊は、中突堤に

は着岸できず第3突堤から上陸し、市役所南の東遊園地に集結しているとのことで急いで引き返すが、

情報ラインが不通のため起こった結果ではあったが、これから先の危機的状況にどう立ち向かうかを強

く考えさせられた。

・ 被災地各市に復興のまちづくりに対し、建築基準法第84条の建築制限の規定の必要性について検討する

ように連絡を入れる。

◆平成7年1月20日（金） 4日目

• この日から、他府県の応援の方 1班に神戸市又は県の職員が付いて応急危険度判定 (1次判定）の作業

をするという方式をとった。以後他の市においても同様の方式をとることとなる。

また、応急危険度判定 (2次判定）の進め方について、建設省と県、神戸市で協議をする。

ラジオで岡山方面からも他府県の応援が神戸にむかっているとの情報がはいる。しかし人数、到着場

所、時間といった詳細な内容については何も分からない。

・ 建築基準法第85条第 1項の規定に基づき、建築基準法並びにこれに基づく命令及び条例の規定を適用し

ない区域を指定し、告示する。

・ 被災地におけるマンションの被災状況の調査及び建替・改修等についての管理組合等に対する指導助言

を曲日本高層住宅協会、高層住宅管理業協会等にお願いする。

・ 被災地におけるプレハプ住宅について被災状況の調査及び改修等をすすめる必要があったが、積水ハウ

ス棘池田部長（当時）にやっと連絡がとれ、曲プレハプ建築協会としてプレハプ供給物件の応急危険度

判定、診断、改修指導等の実施をお願いしたところ、こころよく引き受けて下さった。

・ 尼崎市からマンションが阪急の線路側に倒壊するおそれがあるのでみてほしいとの依頼があり、建設省

建築研究所の職員と県の職員が神戸市の車で調査に出向く。阪神間の東西方向の道路は渋滞のため往復

に1日かかる。調査の結果線路側に倒れる恐れは少ないと尼崎市に伝える。

◆平成7年1月21日（土） 5日目

・ 気象庁から神戸市内の一部と淡路島北部地域に震度7を適用すると発表がある。

・ 応急危険度判定 (2次判定）の進め方について、建設省、県、神戸市とで、対象建築物を共同住宅等と

すること、以後の応援体制及び人員配置等について協議をする。

個人住宅の応急危険度判定については曲兵庫県建築士会、曲兵庫県建築士事務所協会、兵庫県建築設

計監理協会に支援を要請する。

◆平成7年1月22日（日） 6日目

・ 洲本土木事務所及び阪神県民局の職員と当面の応急危険度判定の作業方法、応援体制について協議する。

・ 建設省建築研究所の方を中心にサンプリングとして被災建物の中から木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート

造の応急危険度判定作業のビデオの作成をする。

・応急危険度判定 (2次判定）を行うことを被災地の特定行政庁、県関係機関、関係団体等に連絡する。

◆平成7年 1月23日（月） 7日目

・ 大阪府庁内会議室に建設省を中心として「応急危険度判定支援本部」がこの日から設置される（この事

は後に知るところであった。）

・ 自転車で建設省担当係長と西宮市内にある県の総合庁舎に出向き、阪神間の特定行政庁に応急危険度判

定 (2次判定）の進め方等について協議、また阪神間の曲建築士会及び曲建築士事務所協会等の支部に

個人住宅の応急危険度判定の応援を要請する。自転車で神戸市内に帰ってくると日が落ち暗くなってお

り、照明もない真っ暗闇の中に被災したコンクリートのビルの群れがぶきみに建っていた。
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・芦屋市から、芦屋浜高層住宅について退去命令を出してほしいとの要請がある。以後、芦屋市とそれぞ
れの共同住宅の管理者である県住宅管理課、住宅都市整備公団、県住宅供給公社、 ASTMで協議が行

われる。

・記者発表「個人住宅等について曲兵庫県建築士会、曲兵庫県建築士事務所協会及び兵庫県建築設計監理
協会に対して住宅診断及び相談に関して県民の依頼に対応できるように要請」を行う。

• 加古川市に対して芦屋市への建築職員の応援を要請する。

・建築基準法第84条の建築制限について検討を始める。

◆平成7年1月24日（火） 8日目

・建設省から避難所として使用されている建築物の応急危険度判定を実施するようにとの指示があり、各
特定行政庁に通知する。

• 明石市に出向き応急危険度判定の進め方について協議する。

◆平成7年1月25日（水） 9日目

・自治省から「兵庫県南部地震に係る使用料、手数料等の減免等の取扱いについて」の通達が示され、建
築許可等の申請手数料についてもこの通達に基づき減免の対象とされることとなる。

・県職員の建築職員の応援体制について検討をはじめる。

♦平成 7 年 1 月 26日（木） 10日目

・建設省の呼びかけに応じて、建築関係団体からなる「兵庫県南部地震被災度判定体制支援会議」が設立
され、建築士等のボランティアを巡回建築相談員として被災地各市の相談窓口に派遣される。

・記者発表「兵庫県南部地震に伴う家賃の便乗値上げ等の防止について」「兵庫県南部地震に伴う家賃の
上昇の抑止等について」関係団体に 1月25日付けで通知した。

・記者発表「被災建築物の耐カチェック調査について」（いわゆる 1次判定）応急危険度判定 (2次判定）
の状況について記者発表する。

・記者発表「被災住民に対する総合住宅相談所の開設について」 1月27日から当分の間関係団体の協力
を得、兵庫県不動産会館にて被災住民を対象にした緊急の総合住宅相談所（無料）を開設する。

◆平成7年1月27日（金） 11日目

・県地方機関の建築職員の被災地特定行政庁への応援体制をとる。

●平成7年1月30日（月） 14日目

・建築確認事務の再開について建設省と県、神戸市で協議する。

◆平成7年 1月31日（火） 15日目

・被災建築物の解体について曲建築業協会 (BCS)と接触をはじめる。

◆平成7年2月1日（水） 16日目

・一部特定行政庁において建築確認事務の再開を始める。
• 神戸市と西宮市が建築基準法第84条に基づく建築制限を施行する。

◆平成7年2月2日（木） 17日目

・自転車で芦屋浜高層住宅に行き、建設省担当係長と県、 ASTMで調査する。

◆平成7年2月5日（日） 20日目

・復興建築物に係る建築確認及び既存不適格建築物について問題点を検討する。
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・記者発表「宅地防災相談所を以下により開催することとしました。」を行い、宅地が震災により崩壊等
の被害を受けていることについて阪神間5か所において相談窓口を設ける。

・記者発表「第2次建築耐カチェック（応急危険度判定）の中間結果について」応急危険度判定 (2次判
定）の中間結果の発表をする。

◆平成7年2月6日（月） 21日目

・被災建築物の解体方法及びその支援について建設省と曲建築業協会に要請する。

◆平成7年2月7日（火） 22日目

・被災建築物の解体方法及びその支援について曲建築業協会として取り組むとの回答があり、以後被災地
市役所の建物解体関係の窓口に技術者の派遣、解体マニュアルの作成協力等を得る。

◆平成7年2月8日（水） 23日目

・記者発表「建築基準法第84条に基づく建築制限区域の指定について」芦屋市、宝塚市、北淡町におい
て平成7年2月9日付けにて建築基準法第84条の規定に基づき建築物の建築を平成7年 2月 17日
（金）まで制限する。（建設大臣の承認を得て、更に 1カ月の範囲で延長する場合あり。） 神戸市及び

西宮市においては平成7年2月1日に既に実施済み。

◆平成7年2月9日（木） 24日目

・記者発表「共同住宅等についての応急危険度判定の終了について」（いわゆる 2次判定）応急危険度判
定の最終結果を発表する。

・記者発表「住宅復旧相談センターの開設」曲兵庫県建築士事務所協会を窓口としボランティア建築士の
応援を得て、平成7年2月10日から平成7年3月末まで、神戸市内と西宮市内で被災住宅の応急診断

等の相談に応じる。

◆平成7年2月10日（金） 25日目

• 新耐震基準のもとで建てられた建築物の中でも倒壊に至ったものがあると報道される。

◆平成7年2月13日（月） 28日目

・東西方向のJR、私鉄がすべて不通なので、三田経由で尼崎までJRで行き、尼崎市役所にて阪神間の
特定行政庁の会議を開き、分譲マンション復興相談センター、法第85条の応急仮設建築物、建築確認

事務の状況、公庫審査、窓口の相談状況、既存不適格建築物（接道、用途制限、容積率制限等）の再建

に際しての問題点について協議する。

◆平成7年2月16日（木） 31日目

・記者発表「建築基準法第84条に基づく建築制限の期間の延長について」神戸市、西宮市、宝塚市、芦
屋市、北淡町の区域の建築基準法第84条の建築制限の延長について建設大臣の承認を得、実施する。

・記者発表「分譲マンション復興相談センターの開設及び兵庫県総合住宅相談所の拡充について」被災分
譲マンションに関して、区分所有者又は管理組合による建て替え、補修等の復興の相談を受ける分譲マ

ンション復興相談センターを兵庫県総合住宅相談所に併設して神戸市内と西宮市内に開設する。また従

前から行っている一般住宅相談、公庫融資、戸建て住宅復旧相談も引き続き行う。

・神戸市が市街地を緊急に復興し、災害に強いまちづくりを目指すことを目的として「神戸市震災復興緊
急整備条例」を施行する。その後被災地の各市においても同様の条例が施行される。

・衆議院の予算委員会において、容積率の既存不適格マンションの再建に際しての問題点についての質問
が出される。
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◆平成7年2月20日（月） 35日目

・ 建設省に設けられている建築震災調査委員会緊急調査が神戸市を中心に 3月2日まで行われる。被災マ

ンションで容積率について既存不適格の状況について調査を始める。

◆平成7年2月21日（火） 36日目

• ICBO（国際建築主事会議）阪神・淡路大震災現地調査団が2月19日から 2月24日までの間、調

査に来る。

◆平成7年2月22日（水） 37日目

・ 被災した危険宅地の対応について神戸大学、沖村教授と協議する。

・ 芦屋浜高層住宅について県住宅管理課、住宅都市整備公団、県住宅供給公社、 ASTMと県建築指導課

で構造上の安全性の評価の進め方について協議する。

◆平成7年2月23日（木） 38日目

• 三田市内の兵庫県北摂整備局にて県下特定行政庁主務課長会議を開催する。建設省住宅局市街地建築課

の山下課長補佐も出向いて来られる。主な議題として、被災建築物の再建に際して建築基準法の既存不

適格建築物及び集団規定の問題点について検討する。

・ 記者発表「被災マンションの住民に対する無料の相談所（マンション 11 0番）の開設について」被災

分譲マンションの住民を対象とした緊急の相談所（マンション 11 0番）が専門家グループと宝塚市に

より平成7年2月25日（土）から宝塚市役所内に当分の間、開かれる。

◆平成7年2月24日（金） 39日目

・ 大阪府において建設省、大阪府、大阪市、兵庫県、神戸市、侮）日本建築センター、個t)日本建築総合試験所

の間で被災建築物復旧評価委員会の設置について協議をする。また被災建築物の復旧のための技術講習

会の開催について要望をする。

大阪府から被災建築物等の耐震診断の実施機関の斡旋を目的とした「被災非木造建築物の復旧システ

ム（案）」を示される。以後、この案に沿って兵庫県も詰めていくこととなる。

・ 容積率について既存不適格のマンションのことが新聞の記事に出始める。

・ 記者発表「被災者に対する県単独住宅融資制度の取り扱いについて」現在、県の住宅融資を受けている

県民の方で、被災者を対象に融資条件を緩和する。

・記者発表「危険宅地防災工事の指導コンサルタントの派遣」被災宅地の復旧に高度な技術的判断を要す
る箇所に（約10カ所を予定）兵庫県からコンサルタントを派遣し、市及び被災者を指導する。

◆平成7年3月1日（水） 44日目

・ 曲建築業協会と被災建築物の解体方法について協議する。

◆平成7年3月2日（木） 45日目

・ 建築基準法の集団規定（接道、用途制限、日影規制等）に対して、既存不適格建築物の再建に際し、建

築基準法の運用について検討する。

◆平成7年3月3日（金） 46日目

・ 県から建設省に出向き、既存不適格建築物の再建について、また被災建築物復旧評価委員会及び講習会

の件について協議する。

◆平成7年3月6日（月） 49日目

・ 神戸市と総合設計制度について協議する。
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◆平成7年3月7日（火） 50日目

・ 大阪府で被災建築物復旧評価委員会の件で協議。大阪府、兵庫県、曲建築技術教育普及センターと「震

災建築物復旧・補強技術講習会」について協議、 3月26日（日）から以後日曜日に講習会を開催して

いく。この受講者の名簿を相談窓口で閲覧することとする。

・ 容積率の既存不適格建築物の再建について住民から要望書、請願書等が関係方面に提出され始める。

◆平成7年3月13日（月） 56日目

・ 拙建築業協会と解体工事のマニュアル作りについて協議する。

• 県の教育会館で県下特定行政庁会議を開催し、建築基準法の運用等既存不適格建築物の復旧について協

議を行う。

◆平成7年3月15日（水） 58日目

・ ワシントン州から視察に来神し訪問を受け、震災の経験を情報交換する。

◆平成7年3月17日（金） 60日目

・ 建設省住宅局市街地建築課長から「阪神・淡路大震災による被害を受けた分譲マンション等の建替えに

当たっての建築基準法の各種許可制度の運用等について」の通達が出され、分譲マンションの建替えの

円滑化に資するため、総合設計制度、日影規制、防災施設等に係る容積率の特例制度、壁面線指定によ

る容積率の割増し等について考え方が示される。

◆平成7年3月18日（土） 61日目

・ 建設省の建築震災調査委員会が神戸市役所等被災建築物の現地視察する。

◆平成7年3月20日（月） 63日目

・ 記者発表「木造住宅工事相談センターの開設について」被災木造住宅等の相談・施工業務を行うため、

全国建設労働組合総連合・兵庫県建設労働組合連合会の協力により、平成7年3月22日から県内に 4

カ所開設する。

◆平成7年3月25日（土） 68日目

・ 大阪府で「被災建築物復旧評価委員会」及び「被災非木造建築物の復旧システム」のことについて協議

する。

◆平成7年3月26日（日） 69日目

・ 震災建築物復旧・補強技術講習会（木造コース第1回）が兵庫県南部地震被災度判定支援会議の主催、

建設省・大阪府・兵庫県の後援、事務局を曲建築技術教育普及センターを事務局として大阪で開催され

る。以後、毎週土・日曜日に大阪府と兵庫県で交互に鉄筋コンクリート造・鉄骨造コースも含めて5月

28日（日）まで開かれる。この講習会後考査が行われ、合格者の名簿を被災地の相談窓口で被災者等に

閲覧できるようにする。

◆平成7年3月27日（月） 70日目

・ 「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設計指針講習会」が日本建築防災協会主催で、

建設省・東京都•関係団体等後援、大阪府・兵庫県等協力で東京・大阪にて開催される。

◆平成7年4月1日（土） 75日目

・ 県下の被災地の特定行政庁と協議をし、震災後急増すると考えられる確認申請等の処理にあたり、建築

基準法の運用の仕方について検討してきたものを「兵庫県南部地震により被災を受けた既存不適格建築
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物等の復旧に対する事務処理方針」として示す。

◆平成7年4月13日（木） 87日目

・記者発表「既存不適格の被災マンション等の再建にあたって建築基準法に基づく各種許可制度等の運用
について」容積率等の既存不適格建築物については、従前の規模の再建が困難であるため、被災市街地

の円滑な復興を図るため、震災復興型総合設計制度等各種の許可制度の拡充及び運用を行う。

以上は、当時兵庫県都市住宅部建築指導課において、任

にあたっていた田村主査による手記より掲載。
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第3節建築行政等における対応

1.地震直後の対応

(1)建築・都市・住宅行政における対応

①建築行政における対応

a)建築物応急危険度判定

•第 1 次 (1/18,.._,1/22) 倒壊のおそれのある建築物への使用禁止の貼紙

→2,825棟

•第 2 次 (1/23,.._,2/ 9)マンション・アパート・長屋等への3種類の貼紙

合計 危険（赤色） 要注意（黄色） 調査済（緑色）

46,610棟(100%) 6,476棟(13.9%) 9,302棟(20.0%) 30,832棟(66.1%)

b)被災戸建住宅の判定等

民間ボランティアによる被災戸建住宅等に関する相談への対応 (1/27~3／末）

建築巡回相談員延べ4,314人（最大500人／日）

相談済建築物数 25,450棟 (2/27現在）

C)被災宅地への対応

•第 1 次調査 (1/22-1/28)

神戸、西宮、宝塚、芦屋、明石、川西、小野の各市内合計約3,700haの踏査を実施

被害度大 54か所

緊急度大 54か所

•第 2 次調査 (2/3-2/28)

宅地防災相談所の設置 相談件数 1,389件

相談所にて調査要望のあった宅地に対して現地パトロールを実施

被害度大 182か所

緊急度大 187か所

d)罹災都市借地借家臨時処理法（政令第16号、平成7年2月6日施行）

対象地域（兵庫県内）

神戸市、尼崎市、明石市、西宮市、洲本市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、

三木市、川西市及び播磨町、津名町、淡路町、北淡町、一宮町、五色町、東浦町、

緑町、西淡町、三原町、南淡町（その他大阪府下12市が対象）

e)建築基準法第84条による建築の制限

• 2/1より2/17まで制限した地区

神戸市 6地区 233ha 

西宮市 2地区 47ha 

• 2/9より2/17まで制限した地区

芦屋市 2地区 35ha 

宝塚市 3地区 4.lha 

北淡町 1地区 21ha 

・建設大臣による制限期間延長の承認（平成7年 2月 17日付）により、上記地区における建築

制限の期間を 1カ月延長した。

f)建築基準法第85条第1項の規定（仮設建築物に対する制限の緩和）による区域指定

•神戸市、尼崎市、西宮市、姫路市、明石市、加古川市、宝塚市、川西市の各特定行政庁からの

申請に対し、平成7年 1月20日付で知事が承認をした。
・兵庫県は平成7年 1月20日付で洲本市、芦屋市、三木市、高砂市、三田市、猪名川町、稲美町、
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播磨町、津名町、淡路町、北淡町、一宮町、五色町、東浦町、緑町、三原町、西淡町、南淡町

の各市町を同区域として告示した。

g)相談所の設置

・戸建住宅の診断、相談 (1/23---)

•総合住宅相談所 (1/27---4/1、神戸市中央区
4/1以降は神戸中央相談所に交代）

・住宅復旧相談センター（神戸市中央区、西宮市 2/10---3月末）

・宅地防災相談所 (2/6---2/15)

・住宅金融公庫神戸相談所

・分譲マンション復興相談センター（2/17-3月末）

・木造住宅工事相談センター (3/22--- ) 

・被災地に9ヵ所の総合住宅相談所神戸中央、西宮 (4/ 1- ) 

芦屋、尼崎分室、淡路 (4/24- ) 

その他 (4カ所） （4/29- ) 

・被災非木造建築物の復旧相談 (4/20--- ) 

•明石公園住宅展示場 (4/29--- ) 

・輸入住宅展示場（六甲アイランド、平成8年3月～ ） 

②都市行政における対応

a) 「阪神・淡路都市復興基本計画~りをめざして」の策定

震災から得られた教訓を踏まえ、今後の災害に強い都市づくりのビジョンと方針を示し、被災

地域全域の早期復興を目指すため「阪神・淡路震災復興計画（ひょうごフェニックス計画）」の

都市部門の計画として「阪神・淡路都市復興基本計画」を策定した。

＜計画概要＞

ア 都市復興のための目標と進め方

（都市づくりの目標）

•災害に強い多核ネットワーク型都市づくり

•安心して暮らせる都市づくり

• 21Cに向けた都市づくり

（都市復興の進め方）

•都市のリストラクチャリング

•都市のネットワーク化

・防災インフラの早期整備

•安全、安心なまちへの再生

イ 多核ネットワーク型都市構造の形成と防災機能の強化

ウ 都市復興のためのシステムとプログラム

b)都市計画決定手続き

3/16の兵庫県都市計画地方審議会の審議を経た後、建築基準法に基づく建築制限を行った14

地区のうち13地区において、制限期間の最終日である 3/17に、土地区画整理事業 (10地区）、

市街地再開発事業 (6地区）等の都市計画を決定した。

このたびの都市計画は、住民と行政が必ずしも十分に行いがたい中で、一刻も早いまちづくり

に着手するため、異例の措置として二段階方式の都市計画決定とし、第一段階では最低限必要な

事業区域と基幹的な道路、公園の都市計画を、次に復興すべき目標を示した上で住民と協議を進

め、合意を得た後、第二段階として身近な道路、公園の都市計画を決定することとした。

3/17 計画決定ー建築基準法に基づく建築制限を行った14地区のうち13地区

4/28 計画決定ー建築基準法に基づく建築制限を行った 1地区（三宮地区）

8/ 8 計画決定一尼崎市築地地区
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C)震災復興関係都市計画事業等

•土地区画整理事業

•第 2 種市街地再開発事業

・住宅地区改良事業

・住宅市街地総合整備事業

・密集住宅市街地整備促進事業

③住宅行政における対応

a)直後の状況

・避難所の解消

避難者数（兵庫県分）

11地区 235.lha 

6地区 33.4ha 

8地区 28.9ha 

15地区 1,180.0ha 

12地区 282.4ha 

342,293人 (1,153ヵ所） (1/20-1/24) 

209,828人 (961ヵ所） （2/17現在）

17,569人 (332ヵ所） （7/17現在）

8,491人 (222ヵ所） （8/17現在）

758 (40ヵ所） （H8年1/17現在）

・公的宿泊施設の利用 実施期間 1月25日～6月30日

利用者累計 1,822世帯 4,637人

・全国の公的住宅への一時入居（兵庫県分）

・確保戸数 29,740戸

・入居済戸数 10,202戸

b)応急仮設住宅について

＜建設戸数＞

総数 I 神戸地域 阪神地域 淡路地域

48,300戸 29,178戸 13,155戸 1,673戸

・仮設住宅の規模 2 K (26吋）標準サイズ

＜応急仮設住宅入居者の実態＞

その他地域

3,224戸

応急仮設住宅入居者調査（平成8年2月～3月）調査世帯42,688

有効回答37,176

世帯構成・年齢別構成

（平成7年8月最終）
| l 

県外

1,070戸

全世帯数
独居高齢 世帯主 世帯主 年齢 別 （人）

者世帯 65歳以上 65歳未満 65歳未満 65歳以上 無回答 計

32,153 6,879 13,428 18,725 45,096 20,014 857 65,967 
(100) (21.4) (41.8) (58.2) (68.3) (30.4) (1.3) (100) 

（注）独居高齢者世帯とは、男女とも65歳以上のみの単身世帯をいう。

震災前の住宅状況

全世帯数 持家 公共賃貸住宅 民間借家 その他 無回答

37,176 10,221 3,515 16,737 998 5,705 
(100) (27.4) (9.5) (45.0) (2.7) (15.3) 
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C)ひょうご住宅復興3カ年計画

計画期間は平成7年度から平成9年度の3ヵ年とし、平成9年度までに12.5万戸の住宅を供給

する、という「ひょうご住宅復興3カ年計画」を平成7年 6月に決定、平成8年6月改訂をした。

ひょうご住宅復興3ヵ年計画（改訂版）

12.5万戸

H6年度以前着工分等新設住宅戸数 1.5万戸

H7~9年度に新たに建設・整備する住宅戸数 11万戸

1-災害復興公営住宅等

1-再開発系住宅（低所得者以外）

1-災害復興準公営住宅

1-公団・公社住宅

一民間住宅

38,600戸

5,100戸

16,800戸

20,000戸（※）

44,500戸

※「公団・公社住宅」には、この他に「再開発系住宅」に公団再開発系3,200戸、「災害復興公営

住宅等」に借上公営住宅（公団借上）分2,800戸がある。

(2)応急危険度判定の実施

①応急危険度判定実施の概要

被災建築物の2次災害を防ぐために、地震のあった翌日から建築物の応急危険度判定をおこなった。

判定作業は 1次と 2次に分けて実施した。 1次は倒壊の恐れの強い建築物に対し、緊急調査としておこ

ない、 2次は被災地内の共同住宅の全てについて実施した。（表ー7,8) 

表ー 7 応急危険度判定の概要

安全チェック (1次判定） 被災度チェック (2次判定）

実施時期 平成7年1月18日～1月22日 平成7年1月23日～2月9日

実施主体 兵庫県及び県下特定行政庁の各市

対象建築物 用途、規模は特定しない 全ての共同住宅及び長屋

外観を目視調査、次の区分により貼る

調査方法
明らかに危険な建築物に、「使用禁止」 「危 険」 赤紙
の紙を貼る 「要注意」 黄色紙

「調査済み」 緑紙

約1,400人 5,068人
調査人員 （県・市・建設省・住宅都市整備公団・ （県・市・建設省・住宅都市整備公団・

他府県） 35都道府県）

調査総数46,610棟

調査結果
神戸市を中心に2,825棟の建築物に「使 危険と判定したもの 6,476棟
用禁止」の紙を貼る 要注意と判定したもの 9,302棟

調査済みと判定したもの 30,832棟
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表ー 8 第2次応急危険度判定調査の集計（平成7年2月9日現在）

区分 危険 要注意 調査済 計

神 戸 市 4,332 3,738 9,289 17,359 

尼崎市 478 2,204 8,827 11,509 

阪
西宮市 1,016 985 4,224 6,225 

伊丹市 32 241 1,726 1,999 

神 宝塚市 179 389 1,490 2,058 

川西市 101 688 1,776 2,565 
間
芦屋市 196 137 751 1,084 

小計 2,002 4,644 18,794 25,440 

明 石 市 67 793 2,117 2,977 

淡路地区 75 127 632 834 

計 6,476 9,302 30,832 46,610 
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図ー3 建築物応急危険度判定及び被災度判定体制モデル図
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1木造建築物用調査シート

木造建築物の応急危険度判定関査シート
望瑾書号： 書 胃査8峙 ： 年 月 8 午薗／午後 闘

調査回散 ： 回目 鯛葦書

所鼠．

1．建物概要
I.I 達物名杵

I. 2 所在地 市 町 T目

郡 村 大字 書地

1.3 連 絡 先氏 電

I 4 達物糟別

〇住宅 □アパー ト 〇底店

口事務所 口学校 口工場

□旅鯰 〇病院 口畜台

危険ー使用不可（赤シール）

危 険
（応急危険震判定結果）

この建物に立ち入らないでください。

口店鱒併用住宅

□倉庫
□その他
（）  

I. 5 建纂年賓 （斬纂年度 ：増改聾年度 1 

I. 6 隋 散

〇平墨 02隋達 口その他 （

I. 7 I隋床面積 ( m'（ 坪） ）

1.8 外餞仕上げ

□ラスモルクル~ 仁泊t属板 □ポード類 □その灼 （
2．建物調査

2. I 建物の不fill沈下

2. 2 違物1隋の傾糾

2. 3 内外錢仕上

2.. 畜下物の危険住
瓦

外伎材

＾ランク B 9ンク c,ンク
〇不問沈下がないか □床，塁根If)藷込み □小屋組みの傾墳、
あっても軽微 浮e上がりが著し 床全体の沈みこみ

し、

□1/60以下 □1/60を越え1/20以 口1/20を越える

下

〇わずかなひび9jれ □大さな亀梨．創霞 □亀製、剥紅により
藷下の恐れ

口危険ttなし E洸去により危険回 口危険性あり

週可能

ロ ロロ
ガ9ス ロ
その他 ( ) 0 

3．講査結果
3. I 舅査結果の皇とめ

A,ンクの散 （
J. 2 危険度9ンク

B9ンクの敗 （

ロ
ロ

〇危険：c,ンクが 1つでもある
口賽注重 ：c,ンクがなく． A及びB9ンクのみの場合
□安全：全てがA'ンク

3. 3 コメント

遵物 （

藷下捻 （ 

ロ
0

c,ンクの敗 （

しヽ

．
 

帽に

ぞ
●

さ
、
だ
は
く
に
て

會

し
曝

に

る

櫨

入

た
ち
っ

――[
 

",.... •• ロバコ心・c====:::::J...... 
鰍̀ゎ....I I 
““・文m• | 1 

要注意ー一時立入り可（黄シール）

要注意
（応急危険度判定結果）

この建物は、使用しないでください。
この建物に立ち入る場合にも、十分
注意してください。

”、 応●的に11●Tる珊會には、 ..士に帽●してください．□ ［芸雪喜
調査済ー使用可 （緑シール）

調査済
（応急危険度判定結果）

この建物を応急に調査した結果、
大きな被災は見当たりません。

ロご］I翌三雪

危険ー使用不可（赤シール）を貼った家屋

北淡町富島地区
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1鉄筋コンクリート用調査シート l

鉄筋コンクリート造建築物の応急危険度判定調査表

整理番号： 番 調査日時：一---年---」1＿日 午前／午悛―――~悶
調査回数： liiJg 調査者：

所属：

［鉄骨建物用調査シート

鉄骨造建築物の応急危険度判定調査表

Ill理番号： 番 閲査A閃：一~年-＿月＿日 午前／午後---＿時

讀在回数： 1，"H 讀査者・

所属

1．建築物獄要
I.I 逹聾枷名称
1.2 控擬物所在地
1.3 所有者 連綺先
1.4 連絡者 連絡先

1.5 建藁物用遼口事務所 口住宅 □共同住宅 □店鱗 0:r湯 □倉・ □学校
（復餃選択可） 0繹冑所 □庁舎 □公民鱚 口体育鱚 口病院 □その池（ ） 

1.6 構造帽別口鉄冠コンクリート造 ロプレキャストコンクリー 9這 □プロック造
□鉄骨鉄冠コンク')-f造 Of~ffl構造（ 這レ 造）

1.7 構造形式 o,ーメン構遠 □畳式構造 □その他（ ） 

1.8 建築物規模飩ト 11 地下＿――-Ill 搭環 Ill I階寸法：約 mX約 m 
1.9 外談仕上9f OO放し □モルク）レ □クイル □石貼り ロヵーテンウォール

（復敗還択可）口PC板 口ALC板 □プロッ• Dその他（

2.*ll躙査
2.1 構造躯体 ＾ランク Bうンク Cぅンク
2.I.1 地璧破績による達築掬全体，，沈下 口0.2m未ill 口0.2-1.0m DI.Omを超える
2.1.2 不同沈下による逹藁物全体の傾斜 01賓 (I/即未ill 01賓-2賓 □2度 (I/30)を超

える

2.1.3 •ーメン構造の外Jillttの彼害
（舅査階 屠外柱総散 ＊翼査柱 ＊調査柱寧~-%1
1)損潟賓Nの柱＊敗／調査柱＊歓 010％未ill 0I0-20% □20％と超える
2)損傷度Vの往＊数／胃査往＊飲 口1％未ill 01-,0衿 口10％を超える
3)一見してCぅンクと分かる場合..・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ロ
2.I.4 壁式構造の外鷺の枝害
（胃査階 階外璧総長さ m 舅査鸞長さ m 胃査壁亭..___%)

!JI員傷裏Nの皇＇長さ／貫査璽長さ 口10％未ill 010-20% [120％を越える
2)損傷賓Vの璧長さ／調査置長さ 01％未ill □1-10% □10％を超える
3)一見してCランクと分かる湯合．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．o

2.1 構透躯体の外観胃査
1)被災度うンクの敗

2) !JIii賓日以上の1J111郵材の有焦

D住宅 口体育的

） 

A 9ンクーfl Bランクーfl Cぅンク＿1'1
□ 口有

2.2 醤下物 有

1)窓ガラスの破損 D 
2)外装材 D 
(0モルクル □タイル □石貼り）

3)外該村 口
（口PC板 OALC桓 □プロック）

ヽ）庇、パ9レつニー ロ

5)パラペット 〇

6)塁上広告搭
？）キュウピクル g 
8)クーリングクワー ロ

9)ウィン Fクーうー ロ

10)ペン t9・ウト □ 
11)塁上煙突 D 
121その他( I 口

2.3 転倒物 育

1)墨外階段 D 
2)プロック畷 D 
3)経油タンク ロ

4)自動版売繍
5）その他( ) g 

Aランク

□1％未潰
口ほとんど焦歓害

□立て目地のきれ
つ程度

口鰻斜なし

□111斜なし
□111斜なし
DIii斜なし
□傾斜なし
□傾斜なし
□鱗斜なし
DIii斜なし
D 
Aぅンク
口傾斜なし

口Ill斜なし
口傾斜なし

口傾斜なし

D 

B 9ンク
口1-10%
口節分的ひび創れ

部分翡離

□板にll!IIJが見ら
れる

D置かな傾斜
□11かな傾斜
□11かな傾斜
口置かな傾斜

口匿かなIll科
□11かなIll斜
口置かなIll斜
口豊かな順斜

D 
B 9ンク
□●かなIll斜
D厘かな惰斜
D置かな傾斜
D置かな帽斜
D 

Cランク

□10％を超える
□璽著なひび割れ
躙蕃な剥離

〇目地ずれ躙著、

板破糠

口傾斜が明諫

口傾斜が明誼

〇隕斜が明諫

口傾斜が明蚊

口傾斜が明朦

口傾斜が明誼

〇傾斜が明陳

〇傾斜が明讀

D 
Cランク

口傾斜が明陳

011科が明蒙
□傾斜が明贖
〇順斜が明陳

D 

2.2および2.3苔下枷・転国物の外観1111査
1)蓄下楡・転髯綸検災賓ランクの敗

3．内部訓査
3.1 構造躯体 ＾ランク Bランク Cうンク
3.1.1 ラーメン構造の内柱の禎害
(111査階 階内柱総散 本 111査柱 本 1111査柱寧＝ ％） 

1)損潟度＂の柱本敗 /1111査柱本敗 010％未瀾 □10-20% 口幻％を超える

2)損編虞Vの柱本散／111査柱本敗 □1％未ill 01 -10% 010％を纏える
3)一見してCうンクと分かる湯合．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．＂・ロ

3.12 璽式構造の内量の杖害
(1111査階 層内鷺総長さ m 1111査畳長さ m Ill査鷺亭_ _  %) 
1)損傷度＂の璧長さ／肩査璧長さ 口10％未潤 010-20% 020％を超える
2)損縞度Vの置長さ／Ill査畳長さ 口1％未讚 □1-10% □10％を超える
3)一見してCランクと分かる爆合．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．＂・ロ

3.1 構造墓体の内郎Ill査
1)検災度ランクの散
2)損傷度m以上の損傷響材の有焦

3.2 誓下槍・転誕綸 有

1)天紐1:.9f o 
2)天井の照明嘉具 D 
3)天井の空Ill醤具 口

4)天井・鷺の吊り下り甚具 D 
5) 1111比切り鸞 D 
6)内紀層段 □ 
7)その他<---) 0 

3.2 鷲下掬・転固綸の内配Ill査
1)蓄下物・転編枷の枝災度ランクの鮫

Aランク---」Ill B9 ンク~III CランクーIll

A9ンク

□ 
一爛 B9”一偏 c,ンク---Ill
・ □有

Aランク B9ンク
口健金 口不明竃

口鍵全 □不明竃
ロ震全 口不明讀

□髯全 □不明罐
□鍵全 □不明纏
01t全 □不明耀
□鑢全 □不明竃

有
有
宥
有
有
有
有

ク

g
碑

g
磁

a
g碑

出
困
8
5

AランクーIll Bランクー爛 Cランク＿Ill

4．その他
4.1 隣撞逹藁枷等のIll●等による危険 □危険なし
,.2 設鯛 電気□OK 口NO ガス□OK 口NO
5．まとめ
5.1 構透螂体に舅する判定 cr2.1外観胃査Jと f3.I内郎躙査Jの和）

；；ピビ芝芝：：伽育薫 1合:;ク--“|巴:；;--信l
Cランク 11 

口危険 (8ランクが
211以上も含む）

5.2 菖下輪・転饂論に調する刊定(『2.2-2.3外観属査Jと r3.2内鄭1111査Jの和）

；し：下：属：：芯ごは一饂 1:；；；—饂 □五五：
5.3 鑢合判定

5.1 構造躯体に1111する判定紹果

5.2 醤下鞠・転腐綸9こ
ロ
口璽注意

関する判定結果 □危険
口馨分立入り素止のillllll
□節分立入り注意のillllll

□安全
□立入り可鑢
□躯分立入り注意
□節分立入り素止

□賣注意
ロ卸分立入り注竃

口麟分立入り注拿

口聾分立入り素JI:

ロ
□立入り票止
口立入り蒙止

□立入り禁止

四明罐 直険あり

水 □OK□NO 便 □OK□NO

1建築物概聾
I.I 注纂物名祢

1.2 建要物所“地
1.3 所／jf,

IA l!絡者

1.5 建茶物m途
04'1!!所

Dその他（
1.6 階数および基準階平面

地r＿階 搭窟—-階
1.7 構造積別

口ラーメン構造

1.8 外装材

Dラスモルタル

⑤腐食の有無

口店鯖

述絡先

連絡先

D校合

②1111口邸・窓ガラス

口筋かい構追

□ALC叛

2．謂査
2.1 構造部分に1111する調査

1)地盤

①建憂物賊fljj地盤の沈下

②達築物の不同沈下勾配

21達纂物全体（達纂物の傾斜）

①傾斜を生じた階の上の

階敗が 1階以下

②傾斜を生じた階の上の

階数が 2以上

3)構造骨絹

①部材の座屈の有焦

②筋かいの破断卓

③ttlよりの接合郎および

継手の破1員

④柱脚の破損

①内外壁などの仕J-.If

③天井の仕上げ・照明器

具の落下の危険

④床のひび割れ・たわみ・

むくりの有無（土間コ

ンクリートを除く）

⑤間仕切の倒墳・転阻の

危険

Rその他l

（）  

3．調査結果

3.1 危険度

口混合構造

0ヵーテンウォール

Aランク

OIOa,以下

□1/300以下

Aランク

01/100以下

□1/200以下

Aランク

口なし

地下一~階

021)％未淘

□接合節の変形

口基礎コンクリート

のひび割れ

Dほとんどなし

2.2非構造部分に関する綱査（内外装材の破/Al
Aランク

D隅角部などのわず
かなきれつ

□1111閉に少々支障を
きたす、ひび割れ

程度

□なし

□なし

E鴻全

〇安全

口その他（

基準階平面 mX_m  

口その他

Bランク

口lOa,超30a,以下

□1/300超、 1/100以
下

Bランク

□1/100超． 1/30以下

□1/200超、 1/50以下

Bランク

口周郎座屈あり

四 0％以.l:50％未満

口ポルトの一部破断

あるいは接合部の

きれつ

口基礎コンクリート

，，部分的破填

口著しい鯖が各所に

見られる

Bランク

□木目ずれ・わずか
な剥離

〇多くの隅角邸破

損・開閉困瓢

口畜下の危険性が少

しある

口幻％未満

口一部破損している

口少々危険

口工場 〇倉庫

Cランク

ロ珀〇超あるいは地

割れ

口1/100超

Cランク

□1/30超

01/50超

Cランク

〇全体座屈あるいは

著しい周郎座訊

ロ印％以上

口接合郎または継手•

の20％以上の競断

口基礎コンクリート

，，圧墳あるいはア

ンカーボルトの破

断• 91抜け

口孔食が各所に見ら

れる

Cランク

□全面にわたる大き
なきれつ・面外へ

のはらみだし・部

分的あるいは大き

な剥藷

口大半が破損・需閉

不II!• 著しい破填

□落下の危険性があ
る、あるいは落下

している

□幻％以上

口大部破損している

□大変危険

調査項目敗 Aランクの敗 Bランクの数 Cランクの数

構造郎分に

関する調査

非構造郷分に

関する躙査

合計

3.2 総合判定

緯合判定では． Cランクが 1つ以上あるいはBランクが調査項目数の内半数以上の場合を「危

険j、又、すぺての舅査項目がAランクの場合を「安全」、その他の場合を「蔓注意Jと判定す
ることとする．

したがって、以上の鯛査結果から当該建物は．

口危険・・・・当面使用禁止

口更注意・・・・使用注意

D安全・・・・縫絨使用可能
と判定する．

3.3 注童事項（そ．の他気がついた点）

透部分：

[ 5.4遵町としての使用 口使用可鯵 〇使用不可
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②応急危険度判定の実施に至る経過と実施から学んだもの

兵庫南部地震による被害建築物の二次災害を防ぐために行った応急危険度判定にかかる経過と今後の

課題については以下のようにまとめられる。

a)経過（判定作業期間中の協議事項等）

• 1月18日（地震発生の翌日）の段階では、神戸市の被害が特に酷いという情報が入っていた県とし

ては神戸市に対し支援を重点的に行った。他府県の支援も神戸市に重点的になされた。

•神戸市以外の市（特定行政庁）にも支援の必要性を電話で照会したが、支援を受け入れる体制もな

いということだったので、各市の実情に合わせて市独自で実施することに決定した。

・調査を行う対象としては、不特定多数の人が利用する建築物で明らかに危険な建築物を調査するこ

ととした。

• 1月19日。建設省が調査に来られ、神戸市役所で応急危険度判定について協議し、現在実施してい

る方法（「使用禁止」のみを貼る方法）をやむを得ないものとしてお互いに確認した。

• 1月20日。一時判定終了後、 2次判定 (3種類の判定を行う方法）を他府県の応援を求めて実施し

たい旨の連絡があった。（この時点では、建設省は神戸市のみを実施する考えのように感じられた。）

その調査の方法としては、他府県の職員が判定し、その職員に兵庫県もしくは各市の職員が1名づ

つ付く案が提示された。

• 1月21日。 2次判定を行うことは止むを得ないということで神戸市と兵庫県で合意した。しかし、

判定の方法は、判定士の数だけ県、市の職員を配置することは困難なため、判定士10名程度に 1名

の職員を付けることで実施することとした。また、対象建築物としては居住者の2次災害の防止と

安全、そして避難者の早期帰宅を促すために被災地域内の全共同住宅（長屋を含む）を調査するこ

ととした。

• 2次判定は準備の整った神戸市から実施することとするが、県としてはその他の地域を無視するこ

とは出来ないために、その他の地域をも合わせて実施することとしたい旨を申し入れると共に、そ

れに対する支援体制は確保できるかどうかを確認した。

・建設省は支援については、何も心配いらないという回答だった。支援に対する経費などのことで詰

めるべきことは多く残っていると考えたが、早く結論を出す必要があったため、基本的には2次判

定を行うことで合意した。

・共同住宅は判定を行うこととなったが、戸建住宅については住民からの要望に応じる形で調査を行

うこととして、その調査は関係団体（曲日本建築士会、曲日本建築士事務所協会及び建築設計監理

協会）に依頼することとした。

• 1月22日。関係団体の幹部を県庁に招き、調査を正式に依頼し承諾していただく。また、県の関係

地方機関の幹部を呼び、 2次判定に入る旨を伝え、その受入れ体制に入るように指示した。

• 1月23日。県西宮総合庁舎（県地方機関）に阪神間の各市及び関係団体に集まってもらい、 2次判

定作業について協議を行う。各市とも市民対応に追われており、これ以上は困難との意見も出され

たが、 2次災害防止のため、是非とも実施する必要があることを説得し、最終的には、県案通り実

施することが了解された。

• 1月24日。明石市役所へ行き、判定作業の経過と今後の方針を伝え、神戸、阪神と同様の方法で2

次判定作業に入ることで合意した。

b)今回の応急危険度判定からの教訓

今回の震災直後における建築行政の重要な作業となった応急危険度判定であったが、 2次災害を防

ぐという意味で、市民から一定の評価を受けたと考えている。この作業に加わった 1人として、その

当時感じた問題点を述べるなら次のようである。

ァ．応急危険度判定を震災対策の一貫として、市民に充分なPRをする。

・ 震災前は、兵庫県においては市民の地震に対する関心は低く、行政も特筆すべき地震対策を講

じていなかったため、この応急危険度判定の目的も充分に市民に理解してもらうことができなかっ

た。この応急危険度判定をめぐって市民相互間、市民と行政さらには行政間においてもトラプル
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が発生した。特に共同住宅の所有者と利用者の間の利害をめぐる紛争が目立った。この紛争のた

め、行政も双方から苦情が持ち込まれ、その対応に何日間も費やすこともあった。

・ 罹災証明（全壊、半壊等の判定）とのトラプルが当初はあったが、これは思ったよりは早く収

まった。しかし、応急危険度判定の作業の前には罹災証明のことは何も考えていなかった。市民

の動揺を少しでも少なくするためには、応急危険度判定と罹災証明とはまったく関係のないこと

を市民に事前にPRすべきであると思う。

ィ．震災の規模に応じた判定方法をとる。

• 今回の応急危険度判定は、第一次は 1種類（使用禁止）、第二次は3種類（危険、要注意、調

査済）の表示をする方法を取った。小規模の地震であれば第二次の方法で問題は少ないが、 300

万人の人が住む地域をチェックする方法として最も適した方法かどうかは検討の余地がある。

その検討を行う際には、主として次の点を考慮する必要がある。

-．判定作業は、被災のあった全域を対象とする。

今回、ほとんど全ての地域で作業を行ったと考えているが、それでも被災が集中していない

地域は除いた。このことについて市民から、なぜ自分の住んでいる地域には来てもらえないの

かという要望が相次ぎ、行政に対する不信感が生じた。

判定の方法は変えても、全地域で実施すべきであり、少なくとも市の一部地域を外すことは

好ましくない。

二．判定の対象建築物を限定せず全ての建築物を対象とする。

今回、第一次ではすぐにでも倒れそうな建築物を、第二次では共同住宅を中心に判定を行っ

た。また、戸建住宅は住民の要望に応える形で建築関係団体等のボランティア活動により実施

した。しかし、ボランティアの支援を受けるかどうかは別として、全ての建築物の判定を行政

の管理のもとでおこなうことが重要であり、一定の建築物に限定すべきではない。

応急危険度判定を実施する以上、被災地の全域で全建築物を行政の判断と管理のもとに実施

されることが望まれる。このことが、応急危険度判定の本来の目的を市民に理解されやすいも

のとするとともに、協力も得られやすくなると考えられる。

三．判定作業を行う期間を可能な限り短期間（最大限10日）とする。
今回の震災では、判定作業に約21日費やした。民間ボランティアが中心に行った戸建住宅の

判定作業を入れると70日以上の時間を費やしたことになる。

ちなみに、震災後主として兵庫県の建築行政において実施した作業を参考までに列記すると

次のようになる。

く1>応急危険度判定（戸建住宅を含む） 1 /18-., 3 /30 

く2>被災地の建築制限の実施と都市計画部局との調整

く3>住民からの多様な相談に応じる各種相談窓口の設置

く4>各特定行政庁、その他市町からの支援の要請に対する調整

く5>県地方機関との支援や現場把握のための連絡調整
1/18~2／始め

く6>県内関係団体との各種調整
く7>建設省、関係府県との調整
く8>建築確認業務（通常業務）の再開のための各特定行庁との調整

く9>建築確認業務（通常業務）の再開のための県地方機関との調整
<10>被災地における建築基準法の取り扱いに対する方針決定のための協議及び決定
<11>被災建築物の復旧・復興のための支援策（補助・融資等）の検討
<12>建築物の解体マニュアルと解体作業の指導を業界に依頼し、関係者と協議

<13>崖崩れのあった地域の調査（住宅都市整備公団の支援で実施）及び防災対策の

検討

<14>崖崩れに対する相談所の設置

<15>崖の復旧の支援策の検討
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<16>被災建築物の補強方法や講習会の実施について大阪府及び建設省と協議
<17>被災建築物の補強方法について建築業界と協議
<18>被災建築物の補強が行われる場合の取り扱いについて特定行政庁と協議
<19>被災建築物の審査（評定）を（剛日本建築センター、帥日本建築総合試験所に依頼
<20>被災建築物に対する取組について大阪府と協議 卜3月中
<21>既存不適格建築物の取り扱いを神戸市を中心に協議
<22>既存不適格建築物の取り扱いを建設省と協議
<23>総合設計制度の準則の改正について神戸市及び建設省と協議
<24>総合設計制度の準則の改正案の策定
などの作業を行ってきた。勿論、ここに列記した以外にも多くの重要な出来事があった。し

かも当然のことながら、県内部の打合せ、検討作業が特に2月中ぐらいまでは連日深夜まで行

われた。時には、県内部でも意見の分かれることもあった。また、報道関係に対する応答にも

多くの時間を割くこととなった。

県においても住民に対する対応については、正確な情報を伝え、誤解を与えないために相当

の注意を払ったつもりであるが、市の方は更に大変だったと思われる。このような一連の作業

をスムーズにこなすためには、応急危険度判定は極力短期間で終了し、次の復興のための作業

に切り替えて行く必要がある。決して、長期に渡ってはいけない。また忘れてはならないこと

は、応急危険度判定を行う時期は地震直後の救援体制もまだ整っていない時期であり、人命の

救助に最も行政としての勢力を注ぎ込まなければならない時期であり、あまり建築行政以外の

応援を期待できないことを覚悟しなければならないことである。

その意味でも、効率的に短期間で作業を終了する必要がある。今回の判定作業は約70日間と
いう長期間を要した。幸いにしてこの期間に大きな余震は来なかったが、二次災害を防ぐとい

う意味からも工夫が必要である。判定作業が長引いたために、市民意識の中に、行政が全ての

建築物を検査してくれるというような、いわば民間所有の建築物も行政が管理者であるかのよ

うな感覚が生まれてきたことは否定できない。このため、この時期における行政の仕事として、

このような過度な市民の期待を打ち消すための説得作業が増加した。特に市の方の努力は大変

なものであった。応急危険度判定はその本来の目的から考えて速やかに短期間に完了する方法

で行うべきである。例えば、前述したような3種類の表示を行うことは、相当の時間と労力を

費やすことになり、被災区域の範囲及び被害の程度が膨大な場合等は、表示の種類を 1種類か

2種類に限定しても早期に判定作業を終了することが重要な教訓である。

四．市民に誤解を与えない表示内容の検討をする。

3種類の表示（危険、要注意、調査済）はそれぞれ、赤、黄、緑の紙を使って行ったが、そ

れぞれの紙に書かれている内容について市民から誤解をされないようなものとして検討を加え、

応急危険度判定の趣旨を充分に市民に伝えていく。

五．支援体制と受入れ体制との十分な調整を図る。

応急危険度判定を行う時期は、現地は混乱しており現地のみでは判定作業を行うことは困難

が予想される。今回の場合も、建設省はじめ各府県の応援をいただきやっと作業ができたわけ

であるが、現地としても受入れ体制はそれに応えることができる状況ではなかった。しかし現

地としては、今振り返って考えてみても、あの時点では精一杯のものだったと考えている。支

援活動を最大限有効なものとするためにも、しっかりとした受入れ体制の整備は欠くことので

きないものである。このため、平素からいろいろな状況を想定して準備をしておく必要性を痛

感した。

今回の判定作業は県が建設省に支援を要請し、それに応じる形で建設省が各都道府県等に支

援を呼び掛け実施されたものである。この要請手続きの内部処理方法も日頃から考えておく必

要がある。

また、県として建設省に要請する前に県下の特定行政庁と受入れ体制等について協議を行っ
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たが、その議論された主なものは次のとおりである。

く1>市民対応や他部局の対応に追われ充分な受入れ体制ができない。
く2>支援部隊が行う判定作業を十分に市として把握できるか。
（把握しなければ、市民からの苦情や相談にも対応できないおそれがある。）

く3>民間ボランティアによる判定作業との仕分けを整理する必要がある。さらに、受入れ側
が体制をつくる努力をするのは当然としても、混乱している時期であり支援側としては

体制が十分でないことはあらかじめ覚悟しておく必要がある。

また、経費の負担についても平素から協議しておかなければならないことの一つであ

る。

六．全国的な規模での適切な応急危険度判定システムを確立する。

今回の判定作業の支援には全国各地から来ていただいたが、支援を申し出る側の負担を少し

でも軽減するため、出来る限り無理のない地域から応援に来ていただくことがより合理的であ

る。

被災の程度を想定して、•県レベルで対応するケース ・近隣府県レベルで対応するケース

・全国レベルで対応するケース等に分けてそれに相応しいシステムを確立しておき、定期的

に協議、訓練等を通じて的確な対応が出来るような体制をつくる必要がある。

C)今後の課題（地震対策の確立）

今回の応急危険度判定は、それ自体他の作業から独立して行われたが、本来、地震対策の一貫と

して実施されるべき性格のものである。

早急に地震対策を確立し、応急危険度判定をその中に位置づけていくことが望まれる。地震対策

策定の基本的方針について、防災関係部局がそれぞれ地震対策を策定していくものと思われるが、

建築行政サイドとしてもこれら関係部局と協議を行いながら地震対策を確立していくことが当面の

大きな課題となる。

また、その対策は震災前、震災中及び震災後の対策を一元的に定めておくことが危機管理に直面

した時に混乱を起こさない体制となると思われる。

以上は、当時兵庫県都市住宅部建築指導課副課長

の職にあり、応急危険度判定の県側のとりまとめを

していた広田美清氏による手記より掲載
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(3)建築基準法における緊急的措置

①建築基準法第84条に基づく建築制限区域の指定

震災復興事業として都市計画を円滑に進めるために、緊急の措置として、建築基準法第84条第 1項の

規定により、神戸市及び西宮市においては平成7年2月1日付けで、宝塚市、芦屋市及び北淡町におい

ては平成7年2月9日付けで区域を指定して平成7年2月17日まで、建築物の建築を制限した。また、

同条第2項の規定により建設大臣の承認を得て、更にその期間を 1か月延長した。（図ー4'表ー 9)

建築制限地区

神戸市6地区、西宮市2地区、宝塚市3地区、芦屋市2地区、北淡町1地区

計 14地区

建築制限の内容

次に掲げる建築物以外の建築を禁止した。

1)国、地方公共団体等が震災復興事業の一環として建築する建築物

2)主要構造部が木造、鉄骨造、コンクリートプロック造その他これらに類する構造で、階数が

2以下で、かつ地階を有さず、かつ容易に移転し、又は除却する事ができる建築物

3)停車場、郵便局、官公署、その他これらに類する公益上必要な用途に供する応急仮設建築物

4)工事を施工するために現場に設ける事務所、下小屋、材料置き場その他これらに類する仮設

建築物

5)その他知事等（特定行政庁の長）が支障ないと認めて許可したもの

図ー4 都市復興と建築制限

神戸、西宮 (H7.2.1~3.17) 
(H 1. 1) その他 (H7.2.9~3.17) 

被災状況把握、復興方針の検討 緊急復興地区 ドー→l
I 
建築基準法第84条
に基づく建築制限

(H 7. 4) (H 7. 4) 

阪神・淡路震災復興計画 I I 「これからの都市づくりの考え方」
| （Uめご7ェこっクス計画 ） I I都市づくりの目標
I IE-―→i都市づくりの進め方
| 〔 基本構想 〕 I I都市づくりのピジョン

1 ・多核ネットワーク型都市構造
I の形成
1 ・防災機能の強化

（第1段

湿帽｝ <H7.2.26施行）

I都市計画決定
1 区画整理
I 再開発
1 地区計画

1被災市街地復興特別措 I
I置法による支援 I 

叶

l
t
I
I
・

[ロー竺

]
[
1
[
1
[
[
1
m
-

>-((

（第2段階）

都市計画決定

I 
緊急復興事業着手

復興事業着手
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表ー 9 建築制限を受ける区域

• 巾r - 地 区名 面積ha 区 域 予定亭業 指定者

森南地区 約 19 東涯区森南町及び本山中町 土地区画整理亭業 ！ 

神 六甲道駅 約 28 淫区深田町、備後町、桜口町、森後町、 土地区画整理事業 I1 

I 

周辺地区 永手町、六甲町、稗原町、琵琶町 市街地再開発事業
l 

三宮地区 約 75 中央区琴ノ緒町、布引町、雲井通、小野 （地区計画）
柄通、御幸通、磯上通、八幡通、磯辺通

戸 東、浜町辺、通伊藤、加町納、町、北長狭通、三宮町、
江戸町、京町、 •i良花町、

播磨町、明石町、西町、前町及び海岸通 神戸
巾I 市長
松本地区 約 9 兵庫区大井通、松本通、 土地区画整理事業

御菅地区 約 10 長田区御蔵通、菅原通及び北町 土地区画整理事業

新長田駅 約 92 長田区大道通、川西通、細田町、神楽町 土地区画整理事業
周辺地区 、御屋敷通、水笠通、松野通、若松町、 市街地再開発事業

大橋町、腕塚町、久保町、二葉町、日吉
町、戸崎通、西代通、野田町、海運町、
並びに須磨区戎町、大田町、寺田町、大
池町、千歳町及び常盤町

I 

西 森具地区 約 10 松下町、弓場町、川西町及び屋敷町 I土地区画整理事業
宮 西宮
巾＇ 西宮北口駅 約 34 高木東町、長田町、北口町及び高木西町 土地区画整理事業 ー巾文E 

北東地区 市街地再開発事業

宝 仁川駅前 約 1.6 仁川北2丁目 市街地再開発事業
地区

＋ ク 売布神社・ 約 1.6 売布2丁目 市街地再開発事業 宝塚
駅前地区 市長

巾＇ 宝塚駅前 約 0.9 栄町1丁目 市街地再開発事業
地区

芦 西部地区 約 22 清水町、前田町、津知町及び川西町 土地区画整理事業

屋
I土地区画整理事業

知事

巾＇ 中央地区 約 13 公光町、大桝町及び茶屋之町

北 富島地区 約 21 富島字岨、字富島、字大歳、字大年、字 土地区画整理事業
淡 大年西濱、字大年中濱、字大年東濱、字

町 島脇、字右左木ノロ、字香川西、字香川 知事
西西濱、字香川西中濱、字香川西東濱、
字小倉、字小倉山及び字小倉浜
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医庫県南部地窟 被災状況図
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される区

中央区琴ノ緒町5丁目（一部）、布引町4丁目（一部）、
雲井通 7 丁目• 8 丁目、小野柄通 7 丁目• 8丁目御
幸通 7 丁目• 8 丁目、磯上通 7 丁目• 8丁目、八幡通
3 丁目• 4 丁目、磯辺通 3 丁目• 4丁目、浜辺通5丁
目• 6丁目、加納町4丁目（一部） • 5 丁目• 6丁目、
北長狭通1丁目～3丁目（各一部）、三宮町1丁目～3
丁目、東町、伊藤町、江戸町、京町、浪花町、播磨町、
明石町、西町、前町、海岸通
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長田区戸崎通 3 丁目（一部）、西代通 4 丁目、大道通 4 丁目 •5 丁
目、御屋敷通 1 丁目～ 6 丁目、川西通 4 丁目• 5丁目、水笠通1
丁目～6丁目、細田町4丁目～7丁目、神楽町3丁目～6丁目、
松野通 1 丁目～ 4 丁目、日吉町 1 丁目・ 2 丁目• 5 丁目• 6丁目、
若松町3丁目～7丁目、 10丁目・11丁目、海運町2丁目.3丁目、
大橋町3丁目～7丁目、 10丁目、野田町4丁目、腕塚町5丁目・
6 丁目、久保町 5 丁目• 6 丁目、二葉町 5 丁目• 6丁目
須磨区戎町1丁目、大田町1丁目、寺田町1丁目・ 2丁目、大池
町1丁目・ 2丁目、千歳町1丁目～4丁目、常盤町1丁目～4丁目
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売布神社駅前地区
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② 建築基準法第85条に基づく建築基準法等を適用しない区域の指定

阪神・淡路地域については、特に多くの建築物が甚大なる被害を被りこれらの地域については緊急に

復旧工事を行う必要があるため、建築基準法第85条第1項の規定により、法並びにこれに基づく命令及

び条例の規定を適用しない区域を指定及び承認した。

内容

災害により破損した建築物の応急の修繕又は次の各号の一に該当する応急仮設建築物の建築でその

災害の発生した日から 1ヶ月以内にその工事に着手するものについては、建築基準法並びにこれに基

づく命令及び条例の規定は適用しない。

1)国、地方公共団体又は日本赤十字社が災害救助のために建築するもの

2)被災者が自ら使用するために建築する延べ面積が30平方メートル以内のもの

指定される区域

•神戸市

・尼崎市、西宮市、芦屋市、宝塚市、川西市、三田市、猪名川町

•明石市、加古川市、高砂市、三木市、稲美町、播磨町

•姫路市

・洲本市、津名町、淡路町、北淡町、一宮町、五色町、東浦町、緑町、三原町、西淡町、南淡町

ただし、防火地域を除く。
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(4)民間倒壊建築物の解体撤去支援と解体撤去工事に関する指針の策定

a)民間倒壊建築物の解体撤去支援

平成7年1月30日付けで、兵庫県保健環境部環境局環境整備課長及び都市住宅部建築指導課長より

（社）建築業協会 (BCS)に対し民間の倒壊建築物の解体撤去に関する技術的な助言等の支援強力を

要請し、同協会の運営委員会を構成する14社が平成7年2月から 3月の間、延べ24名のメンバーを下記

の「兵庫県南部地震による倒壊建築物の解体撤去に関する支援強力要綱」に基づき神戸市、芦屋市、西

宮市及び尼崎市の4市の自治体並びに兵庫県（建築業協会神戸連絡所）に派遣をいただき、相談窓口業

務や解体撤去の優先度の判断、解体方法、概算の解体費用、解体業者の紹介等に関する情報提供などを

行ってもらった。

また、 BCSによるスタッフ派遣業務が終了する 4月以降にあっても各市における解体撤去業務を少

しでもスムーズに進めていくために「阪神・淡路大震災における民間倒壊建物の解体撤去工事に関する

指針」をBCSの協力を得て作成した。

兵庫県南部地震による倒壊建築物の解体撤去に関する支援協力要綱

1.趣旨

兵庫県南部地震による損壊した建築物は、膨大な件数にのぼり、被災地の行政当局にとって、倒壊し

た建築物の解体撤去は緊急の課題となっている。特に、解体撤去経費は原則として公費負担が決定され

てから、住民からの解体撤去に関する問い合わせや苦情が著しく増加しており、その処理に十分対応で

きにくい状況となっている。

このため、兵庫県においては、被災地域の自治体からの要望もあり、民間の倒壊建築物の解体撤去に

関する業務の一部について、建築業協会に対して技術的助言等の支援協力を求めてきた。

当協会としては、被災地の復旧等の重要性に鑑み、兵庫県の要望に沿って全面的に協力を行うことと

し、兵庫県を通じて支援要請のあった各市に、運営委員会構成各社から、ボランティアとして技術者を

派遣することとする。

2.派遣適任者

施工管理の実務経験者

3.派遣期間

(1) 2月15日から3月31日までの予定（ただし、被災地区の状況に応じて短縮又は延長の場合もある。）

(2) 一人当たり連続して 1週間程度とし、交代でその業務を引き継ぐものとする。

（原則として、派遣期間中の交代は各社任意としたい。）

4.業務内容

自治体が実施する倒壊建築物の解体撤去関連業務に関し、次の事項について行政当局の要請に応じて、

行政担当者を補佐するとともに、必要な活動を行うものとする。

(1) 市民から来る問い合わせ、相談等のうち、必要に応じて技術的助言を行う。

(2) 主としてRC造の中高層建築物の解体・撤去方法、工事計画、エ期等について「兵庫県南部地震に

よる民間倒壊建築物の解体工事の手引き（案）」（社団法人建築業協会作成）資料を参考として、必要

な助言を行う。

(3) 必要に応じ、解体撤去に係わる技術的内容に関する書類の作成整理を行い、行政当局の業務の迅速

化等に協力する。

(4) 行政の要請に応じて事前の現地調査に立ち会う。

(5) 行政の要請に応じて解体撤去作業に立ち会う。
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5.派遣先及び人員並びに依頼先（協会運営委員会名簿順）

派遣先 人員（人） 派遣依頼先（各社1名）

兵庫県 2 竹中工務店（全体調整・連絡）

神戸市 3 清水建設、浅沼組、安藤建設

西宮市 3 大林組、鹿島建設、熊谷組

芦屋市 2 佐藤工業、銭高組

尼崎市 2 大成建設、東急建設

（調整中） 3 戸田建設、フジタ、三井建設

6.その他

(1) 倒壊建築物の解体撤去に関する支援協力は、民間のボランティア活動となるので、次の事項につい

ては派遣する企業又は参加する方々の自己責任において実施する。

① 派遣に係わる経費、宿泊費等の一切の経費

② 宿泊場所の確保、現地までの交通手段の手配

③ 派遣期間中の災害補償等

(2) 業務時の服装（作業着）、ヘルメットは各自で持参するものとする。

ただし、必要に応じて、派遣先の自治体から貸与される場合もある。

(3) 支援業務のために派遣された技術者の執務スペース、昼食、電話、 FAX等は派遣先の自治体が提

供するものとする。

7.本件に関する主要連絡先

◆ 建築業協会（事務局：笠原、永田）

〒104東京都中央区八丁堀2-5-1 東京建設会館8階

ft 03-3551-1118 FAX 03-3555-2463 

◆ 神戸連絡事務所（嵩、沢村）

〒650神戸市中央区中山手通4-18-25 財団法人竹中大工道具館内

匹 078-242-0216 FAX 078-241-4713 

◆ 兵庫県保健環境部環境局環境整備課（富岡課長補佐）

〒650神戸市中央区下山手通5-10-1

ft 078-341-7711囮 FA X 078-382-1580 

◆ 神戸市産業廃棄物対策室（藤井課長、福田氏）

〒650神戸市中央区加納町6-5-1

ft 078-322-5294 FAX 078-321-1392 

◆ 尼崎市災害復興本部廃棄物対策室（橋本課長、前田課長補佐）

〒660尼崎市東七松町1-23-1

匹 06-489-6574 F A X 06-489-6878 

◆ 西宮市土木局倒壊家屋等対策室（岩田部長、足立課長）

〒662西宮市六湛寺町10-3

ft 0798-35-3658 F AX 0798-26-2127 

◆ 芦屋市廃棄物対策室（楠部長、川崎課長）

〒659芦屋市精道町7-6

匹 0797-31-2121 F AX 0797-38-2167 
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b)解体撤去工事に関する指針の策定

《阪神・淡路大震災における民間倒壊建物の解体撤去工事に関する指針》

この指針は、兵庫県が被災後に（社）建築業協会から受けた無償の支援である「阪神・淡路大震災に

よる民間倒壊建築物の解体撤去に関する支援協力業務」の一環として、同協会から兵庫県に派遣された

支援スタッフの方々で構成するワーキンググループに提案を依頼したものであり、兵庫県保健環境部環

境局環境整備課及び同局大気課の協力を得て建築指導課が作成したものです。

本指針は、災害救助法の適用を受けた兵庫県の各市•町が実施する、阪神・淡路大震災による倒壊建

築物の解体撤去工事の内、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造の建築物の地上部

の解体撤去工事に適用する。

a.一般的な建築物の解体撤去工事

b.特殊な配慮を要する建築物の解体撤去工事

c.吹付け石綿を使用した建築物の解体撤去工事

解体撤去の手順

解体撤去の手順は、下図を標準とし建築物の状況に応じて定める。
l l 

落下危険物等の撤去

↓ 

敷地境界石標位置確認

↓ 

現場仮設設備の設置

↓ 

解体機器類の設置

↓ 

什器備品の先行撤去

↓ 

設備機器の先行撤去

内装材の先行撤去

↓ 

躯体の解体撤去

↓ 

解体材の搬出・処分

↓ 

跡地の処理・養生

※ 什器備品、設備機器、内装材等の先行撤去が困難な場合

は、躯体の解体撤去作業の間にその工程を組み込む。
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(5)被災宅地の2次災害防止と宅地擁壁復旧

①被災宅地の被害状況調査

阪神・淡路大震災による宅地における被害は甚大なものがあり、被害状況を把握するため、宅地防災

相談所の設置及び宅地防災パトロールを実施。又、必要な宅地についてはあわせて指導を行い、二次災

害防止に努めた。調査内容は次のとおり。

(1)1次調査 1 1/22~28 延べ約350人、約3,700haの踏査

〔調査対象〕被災想定地で宅地防災パトロールにて注視している箇所を中心とする。

〔調査目的〕被災地域一被災概要の把握

〔調査結果〕被害程度大 54ヶ所緊急度大 54ヶ所
(2)2次調査

2/3-6 37ヶ所延べ20人

〔調査対象〕（1）の調査結果を受け抜取り箇所の調査

〔調査目的〕被災パターンの把握

〔調査結果〕①‘‘面的対応’'検討必要箇所

②コンサル調査必要箇所

③砂防関連事業等検討必要箇所

④道路施設復旧関連箇所

⑤監視必要箇所

⑥他の事業にての対応箇所

等に分類した

2/6-15 宅地防災相談所 (5ヶ所）の設置延べ約190人

〔調査対象〕各相談所周辺被災住民

〔調査目的〕被災地の把握

〔調査結果〕期間中1,389件の相談受付

2/6-28 現地パトロール延べ約410人

〔調査対象〕宅地防災相談所への調査依頼箇所

〔調査目的〕各被災宅地の状況把握

〔調査結果〕被害程度大 182ヶ所 緊急度大 187ヶ所

(3)3次調査 I2/22, 23 建設省・兵庫県延べ30人
〔調査対象〕公共事業の対象の検討

〔調査目的〕各公共事業間の調整
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②宅地擁壁復旧

被災した宅地を復旧するには、通常の施策ではとても対応ができないところから、公共土木における

道路事業及び急傾斜地崩壊対策事業による特例措置により対応することができ， これにより大きく宅地

復旧作業が進んだ。

a)阪神・淡路大震災道路災害復旧事業における宅地擁壁復旧の取り扱い

ァ．道路に隣接した宅地の擁壁復旧について（図ー 7)

採択要件

道路災害復旧事業は被災した道路施設の復旧を行うものであり、従来民有施設の復旧は原則とし

て認められていなかったが、震災により道路に隣接した擁壁の損傷が多く、道路保全上問題となっ

たため、建設省との協議により、以下の条件を満たす場合に道路災害復旧事業として採択されるこ

ととなった。

ー．被災した擁壁が、幅員2m以上の公道に面していること。

二．擁壁の高さが、道路面から1.5m以上あること。

三．擁壁の損傷が、倒壊するなど被害程度が大きく、道路保全上復旧を行う必要があると認められ
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ること。

•四．復旧後は、擁壁敷地を道路敷として寄付することに所有者の同意を得られること。

図ー 7 民有擁壁復旧概念図

復旧後の道路区域
そ > 

現道路区域 道路区域に

...  1 /1. /.• I 

ィ．連担宅地の地盤変動への対応（図ー8)

今回の震災では、六甲山麓の緩傾斜地において一連の宅地が地滑り等の地盤変動により被災した

ケースが多く見られたが、当該変動地域内に公道（幅員2m以上）があり、かつ被災しており、道

路保全上地盤変動を抑止する必要があると認められた場合は、道路災害復旧事業により抑止工等の

対策（抑止杭及び集水ボーリングエ）を実施している。

図ー 8 連担宅地の地盤変動に対する対応概念図

道路 乙こミ一 I’’
乙~I~.・'- -. -

--
―. -

抑止杭

b)阪神・淡路大震災に係る災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業の採択基準に関する特例措置

今回の阪神・淡路大震災では、激しい地震動により、住宅宅地の擁壁等が転倒・倒壊したり、クラッ

クが発生するなどの被害が多数生じている。このまま放置すれば、今後の余震・降雨等により、整声

が拡大し施設の所有者以外の第三者に被害が及ぶおそれがあるとともに、不特定多数の者が利用し、

特に災害時に避難のために不可欠な道路、公園、周辺住民の生活維持のために不可欠な水道、電気、

ガス等の各種公共施設等に被害が生ずるおそれがあるところである。

原則的には、このような擁壁等の復旧は、，施設の所有者が対応すべきものであるが、特に市域の発

展に伴い急速に山麓から山地部分まで大規模な宅地開発等が進み、今回の地震によって、上記の登璽

公共施設等に広汎かつ大きな被害が生じるおそれのある阪神地区において、迅速かつ確実な対応を図

り、もって二次災害の防止と民生の安定を図るため、阪神・淡路大震災に係る災害関連緊急急傾斜地

崩壊対策事業の採択基準に特例措置を設け擁壁等の復旧について事業の対象とするものである。（資

料ー 2)

ァ．災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業の採択基準

当該年発生の風水害、震災等により急傾斜地（擁壁等これに類するものを含む）に新たに崩壊が
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生じ、放置すれば次期降雨等により拡大する恐れがあり、原則として当該年度に施行を必要とする

もので、次の各項に該当するもの。

-．急傾斜地の高さが10m（人家等に実際の被害があったものについては5m、＆更に、周辺住

民に二次的被害を生じるおそれがあるものについては3m)以上であること。

二．移転適地がないこと。

三．人家概ね5戸（公共的建物を含む）以上、又は公共的建物に倒壊等著しい被害を及ぼすおそれ

のあるもの。

四．河川・水路（排水施設を含む）、道路（迂回路のない連絡道等を含む）、鉄道、公園・緑地その

他の公共空地、水道施設、電気・ガス供給施設、市町村地域防災計画に位置付けられている避難

路又は避難場所等の公共施設等に著しい被害を及ぼすおそれのあるもの。

五．事業費が600万円以上であること。

イ．補助の割合

補助基本額の 1/2

阪神・淡路大震災に係る災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業の採択基準に関する特例措置

現 行 改 正

災雹関辿緊急急傾斜地Ji月朋対策事槃のI柔択褪郡

当該年発生の屈水密、裳災等により怠消iitl地に新たに崩J;iiが生じ 当該年発生の風水班、痕災等により急IMi斜地 (l蘭墜等これに訊する

liki龍すれば次！りII麻雨により拡大する恐れがあり、原削として当該年 ものを含む）に新たに崩J乳が生じ、放匝すれば次期降雨により1広大す

度に施行を必嬰とする bので、次の各項に該当するもの。 る恐れがあり、原則として当該年度に施行を必要とする 60)で、次の

各｀項に該当するもの。

I 悠．トJi.f，1地の商さが10m（人家等に典縣の披雹があったものに l 急傾斜地の高さが10m（人家等に実院の被害があったbのにつ

ついては5m)以上であること いては5m、又、更に、周辺住民に一次的被害を生じる恐れがあ

るものについては3m)以上であること

2 移転適地がないこと 2 同左

3 人家概ね5戸（公共的建物を含む）以上、又は公共的建物の 3 同左．

うち重要のものにlt1lliii等著しい1皮唱を及ぼすおそれのある bの

4 河川・水路（排水施設を含む）、道路（迂回格のない連格道等

を含む）、鉄道、公園・緑地その他の公共空地、水道施設、電気

・ガス供給施設｀市町村地域防災計画に位岡付けられている避難

路又は避難場所等の公共施設等に著しい被害を及ぼすおそれのあ

るもの

、1 事梨1約が60 0万円以上であること 5 同左
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宅地の被災に対する災害関連緊急事業等（地滑り、急傾斜）の対応の考え方

道路（道箆図ヱ翌亙了・
［道箆法に基づく道路）

〇 住宅団地の上・下部斜面に崩壊、砲裂等がある場合、及び住宅団地地内の包裂等の現象から、
住宅団地探部にすべり面を有する地すべり現象が認められる場合

［→災関志業等で法枠7ンカーエ、擁壁エ、杭エ、築水井エ等により対策を突蕗］

〇 道路等の公共施設の被災については、施設災害復旧事業により復18

0 個人の擁壁の破損等については、融資制度等を活用して個人対応で突施
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民間宅地擁壁の復旧 資料ー 2 

民間宅地擁壁の復旧災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業（特例措置）

大地震により被災した民間宅地擁壁を
特例措置で公共事業として復旧。

今回の地震では、個人の所有する宅地の擁壁

が転倒 ・倒壊したり、亀裂が発生する等の被害

が多数生じました。被災した擁壁を放置すれば、

今後の余震、降雨などにより被害が拡大し、擁

壁の所有者以外の第三者および、河川・水路・

道路・水道・ガスなどの公共施設にも被害を及

ぽすおそれがありました。

しかし、住宅が倒壊し、宅地の擁壁にも被害

を受けた被災者にとって、その擁壁の復旧工事

は過重な負担となります。このような擁壁の復

旧はその所有者が対応すぺきものですが、二次

災害の防止と民生の安定を確保するため、災害

関連緊急急傾斜地崩壊対策事業の採択基準に特

例を設けることによって、擁壁の復旧を公共事

業として行っています。

■特例措置の採択基準概念図

※人家5戸以上に被害を及ぽす恐れのあるもの

施工中の状況
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■対策工の状況
多聞台2丁目地区（神戸市垂水区）
この地区の擁壁は、前方に数十センチ滑動するとともに、縦

方向に大規模な亀裂が発生しました。擁壁上部にあった3戸の

住宅はすべて全壊でした。

■民間宅地擁壁の復旧箇所数
市•町 箇所数 主な地区名

明石市 9箇所 東人丸町地区

芦屋市 4箇所 三条町地区

神戸市 135箇所 上細沢町地区

宝塚市 6箇所 千種l丁目地区

西宮市 23箇所 仁川町2丁目2地区

三原郡三原町 l箇所 養宜上地区

合 計 178薗所


